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港区平和都市宣言 

 

 かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

 私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

 このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

 私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

  昭和６０年８月１５日 

港  区    



 

 

策定に当たって 

 

平成 27(2015)年９月の国連サミットにおいて、「誰一人取り残さない」社会の実

現をめざし、令和 12(2030)年までの国際社会共通の目標としてＳＤＧｓ（持続可能

な開発目標）が採択されました。区は目標の達成に向け、快適な生活環境の保全と

適正なごみ処理を実践していく責務があります。 

 

平成 12(2000)年に東京都から清掃事業が移管されて、20 年が経過しました。 

区は、現在、国が検討を進めている製品プラスチックを含めた全てのプラスチッ

クの分別回収を全国に先駆けて平成 20(2008)年 10 月から開始するなど、持続可能な

循環型社会の実現に向けた先進的な施策を取り入れてきました。区民の皆さんの協

力の下、資源回収に取り組んできた結果、令和元（2019）年度の区の資源化率は、

23 区で最も高い 29.3％となっています。 

一方、港区の地域特性を反映し、区内の事業所から清掃工場などの処理施設に持

ち込まれるごみ量は、区のごみの全体の約６割を占めていることから、発生抑制と

適正処理の推進を図ることが課題となっています。 

 

こうした中で世界的な大流行となった新型コロナウイルス感染症の影響により、

家庭から排出されるごみ量は、平時に比べて大幅に増加しました。 

区では、感染予防策を徹底したうえで、平時と変わらない収集体制を維持し、区

内の生活環境の保全を支える役割を果たしてきました。この間、たくさんのごみ袋

に収集職員への激励のメッセージをいただいたことは、本当に励みになりました。 

今後も区は、感染症に関わるあらゆる人の人権を尊重するとともに、この危機を

克服するため、引き続き状況の変化を的確に捉え、港区ならではの対策を迅速かつ

積極的に実施していきます。 

 

新たな「港区一般廃棄物処理基本計画」は、前計画で掲げた基本理念「環境に配

慮した持続可能な社会を目指して、循環型社会・低炭素社会形成への総合的な取組

を、区民・事業者とともに推進します」を引き継ぎ、区民・事業者・区がそれぞれ

の役割と責任を果たし、リデュース（ごみの発生抑制）、リユース（再利用）、リ

サイクル（再生利用）の３Ｒをこれまで以上に強力に進めていく内容としています。

計画で掲げた目標の達成に向けて、施策を着実に推進していきます。 

 

最後になりましたが、本計画の策定に当たり、計画に盛り込むべき考え方につい

て答申をいただきました港区環境審議会の委員の皆さまに御礼を申し上げます。 
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第1章 計画の概要と策定の背景 
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計画の概要 

(1) 計画の位置付け 

一般廃棄物処理基本計画とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理

法」という。）第６条第１項の規定に基づき、区市町村が長期的･総合的視点に立って、計

画的なごみ･生活排水処理の推進を図るための基本的な方針として定めるものであり、ごみ

処理基本計画と生活排水処理基本計画から構成されます。 

ごみ処理基本計画は、ごみの排出の抑制及びごみの発生から最終処分に至るまでのごみ

の適正な処理を進めるために必要な基本的事項を定め、生活排水処理基本計画は、区域内

の生活排水や汚泥をどのような方法で、どの程度処理していくのか等の生活排水処理に係

る基本方針を定めるものです。 

また、令和元（2019）年 10 月に施行された食品ロスの削減の推進に関する法律（以下

「食品ロス削減推進法」という。）では、地方公共団体における食品ロス削減推進計画の

策定が求められていますが、食品ロスの削減の推進は港区一般廃棄物処理基本計画で規定

する施策･取組と密接に関連することから、港区一般廃棄物処理基本計画に包含して策定し

ます。 

そのほか廃棄物処理法第５条の２第１項の規定に基づく「廃棄物の減量その他その適正

な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」では、地方公

共団体の役割として災害廃棄物処理計画の策定が求められており、区でも策定に向けた準

備を進めています。 

なお、港区一般廃棄物処理基本計画の策定に当たっては、上位計画に当たる「港区基本

計画」、「港区環境基本計画」や国･東京都･東京二十三区清掃一部事務組合の計画等と整

合を図りました。 

 
図 1-1 計画の位置付け  
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(2) 計画策定の背景 

区では、平成 24（2012）年３月に「港区一般廃棄物処理基本計画（第２次）」（平成 24

（2012）年度～令和３（2021）年度）（以下「前回計画」という。）を策定し、平成 29

（2017）年３月の中間見直しを経て、ごみの減量･資源化を促進するための各種施策を展開

してきました。 

「港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）」(以下「本計画」という。)は、前回計画に

基づく取組の成果と課題に加え、この間に生じた一般廃棄物処理行政を取り巻く環境の変

化や新たな課題を踏まえて策定しました。 

区は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による廃棄物行政への影響を注意深く観察

し、人口動向や財政状況に応じて、優先的・重点的に取り組むべき課題を見極めた上で、

計画に計上した事業等の実施について柔軟に対応していく必要があります。 

近年の主な環境の変化と新たな課題を以下に示します。 

 

□ＳＤＧｓの実現に向けた動き 
平成 27（2015）年９月の国連総会において、経済･社会･環境の三つのバランスが取れた

社会をめざすための「持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals：SDGs)」

が採択されました。廃棄物･資源循環分野においても、主に目標 12「つくる責任つかう責任」

で生産と消費を持続可能な方法で行っていくこと、目標 14「海の豊かさを守ろう」でプラ

スチックごみなどによる海の汚染を減らすこと等が目標として掲げられており、令和２

（2020）年から「行動の 10 年（Decade of Action）」がスタートしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□有害廃棄物の国境を超える移動と処分に関する規制強化 

アジア各国で資源化されていたプラスチック類や古紙類などは、中国をはじめとする各

国の輸入規制に加え、令和３（2021）年１月には、特定品目について輸出時に輸入国の同

意を必要とする「バーゼル条約附属書」が改正され、汚れたプラスチックごみなどが新た

に特定品目へ追加されました。これまで以上に、国内資源循環の推進や分別排出の徹底に

よるごみ減量が求められます。 

 

ＳＤＧｓの 17 の目標（ゴール） 出典：国際連合広報センターＷＥＢサイト 
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□食品ロスの削減に向けた取組 

日本国内で約 640 万トン廃棄されている食品ロスについては、令和元（2019）年 10 月に

食品ロス削減推進法が施行され、令和12（2030）年までに家庭系･事業系ともに食品ロス量

を半減させることが数値目標として掲げられました。多様な主体が連携した上で、食品ロ

ス削減の取組を推進していくことが求められています。 

 

□プラスチック問題への対応 

国は、令和元（2019）年５月に「プラスチック資源循環

戦略」を策定し、海洋プラスチックごみ問題をはじめとす

る幅広い問題に対応するため、３Ｒ（リデュース･リユー

ス･リサイクル）＋Renewable（再生可能資源への代替）

を基本原則として、ワンウェイプラスチックの使用削減、

プラスチック資源の分かりやすく効果的な分別回収とリサ

イクルなどを総合的に推進していくことを掲げています。 

 

□感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、人々の生活様式を一変させ、国内外において社会

的･経済的に大きなダメージをもたらしました。国民生活を維持し、経済活動に必要不可欠

な社会インフラである清掃事業は、健全な区民生活を維持するため徹底した感染予防策を

講じながら緊急事態宣言の状況下においても事業を継続してきました。一方、外出自粛に

伴い、マスクやプラスチック容器など使い捨て型製品を中心に家庭から排出されるごみ･資

源は増加し、事業所から排出されるごみ･資源は減少しました。「新たな生活様式」の普

及･定着により、家庭でのライフスタイルの変容に加え、企業のビジネススタイルにも大き

な変革をもたらすことが想定されることから、ごみ･資源の排出実態を注視する必要があり

ます。 

 

  収集職員へのメッセージ 
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□自然災害への対応 

近年、地震･風水害･土砂災害等が全国各地で多発し、一時的に大量に発生する災害廃棄

物の処理が停滞し、被災地の生活再建に支障が生じた事例も見られています。このような

非常時の状況下においても、まずは健全な区民生活を維持することが大前提となるため、

清潔で快適な生活環境の保全を担う清掃事業を継続することが求められます。 

 

□ＩＣＴの急速な進展 

ⅠｏＴやロボット、ＡＩ、ビッグデータ、これらを結ぶ５Ｇなど、社会のあり方に影響

を及ぼす技術革新の進展は、ごみの減量や資源の有効利用、清掃事業の効率化などにつな

がる可能性があります。 

 

□東京 2020 大会の開催 

東京 2020 オリンピック･パラリンピック競技大会に向けて、大会期間中の街の美観維持

や来街者･通行車両の増加等への備えを万全なものとする必要があるほか、大会開催を契機

に事業活動の変革･転換が想定され、ごみ･資源の排出量やごみ質の変化も考えられます。 

 

□ゼロエミッション東京戦略 

東京都においては、世界の大都市として脱炭素化

に向けた転換をめざすべく、「ゼロエミッション東

京戦略」を策定し、廃棄物･資源循環分野における

様々な対策を本格的に気候変動対策として位置付

け、プラスチック資源の循環をはじめとする使い捨

て型ライフスタイルの見直し等をとおして、持続可

能な社会構築をめざすこととしています。 

(3) 計画期間 

本計画の計画期間については、上位計画の計画期間との整合を図りながら、施策を展開

していくため、令和３（2021）年度から令和 14（2032）年度までの 12 年計画として策定

し、中間年度に当たる令和８（2026）年度に中間の見直しを行うこととします。 

なお、ごみ・資源の排出量などの推計値と実態が大きく乖離し、数値目標の修正や施策

の見直しが必要となる場合は、３年ごとに行われる港区基本計画及び港区環境基本計画の

見直しにあわせて、増補版の作成などにより柔軟に対応します。  

出典:東京都「ゼロエミッション東京戦略」 
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港区の状況 

(1) 人口･事業所等の状況 

港区の人口は、平成 24（2012）年以降、毎年約１～２％のペースで増加していましたが、

令和２（2020）年５月１日の 262,239 人をピークに減少に転じ、令和２（2020）年 10 月１

日現在で 259,893 人となっています。将来人口推計では、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大に起因すると思われる減少傾向が令和３（2021）年度まで続き、令和４（2022）年

度からは再び増加に転じ、令和11（2029）年度には30万人を超えると予測されています。 

居住実態としては、区民の約９割が集合住宅に住んでいることが特徴となっています。 

人口の増減はごみの質量に大きな影響を及ぼすことから、今後の人口動向を注視する必

要があります。 

 

※「港区人口推計」（令和２年３月）に基づく総人口の推移。令和 14 年度の人口推計値は「港区まち・

ひと・しごと創生総合戦略」（平成 28 年 3月）で採用した推計値から人口の増減率を設定し算出。 

 

事業所数は近年微減傾向にあり、平成28（2016）年６月時点で37,116の事業所が立地し

ており、業種としては、卸売業や小売業を営む事業所が最も多く、次いで宿泊業や飲食サ

ービス業、学術研究や専門･技術サービス業の事業所が多い状況です。特徴的な点として、

食品廃棄物の排出が多い「宿泊業・飲食サービス業」と、紙類の排出が多い「学術研究、

専門・技術サービス業」の占める割合が全国平均・東京都平均と比較して高いことが挙げ

られます。 

  

 
出典：総務省経済センサス 出典：総務省経済センサス 

出典:港区住宅基本計画（第４次） 

卸売業･小売業、宿泊業･飲食
サービス業、学術研究、専門･
技術サービス業が約半数

卸売業･小売業
（21.3％）

宿泊業･飲食サービス業
（15.8％）

学術研究、専門･技術
サービス業
（12.9％）
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(2) 港区のまちづくりの状況 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えて進められてきた複数の大規

模な開発事業が完成に近づきつつあります。 

令和３（2021）年度以降は、高輪ゲートウェイ駅及び品川駅の再編事業、虎ノ門・麻布

台地区などにおける大規模な開発が予定されています。 

まちの発展により人口・事業所数が増加し、ごみの排出量にも大きな影響を与えること

から、今後もまちづくりの状況を注視し続ける必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：東日本旅客鉄道㈱「品川開発プロジェクト計画」 

出典：森ビル㈱「虎ノ門・麻布台プロジェクト」 

出典：首相官邸ホームページ「芝浦一丁目地区」 

出典：首相官邸ホームページ「浜松町二丁目４地区 Ａ街区」 
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ごみ･資源の現状 

(1) 区のこれまでの取組 

区は、全国に先駆けて全てのプラスチックを資源として回収し、リサイクルしているほ

か、区有施設での古着の拠点回収やフードドライブの実施、不燃ごみや粗大ごみに含まれ

る金属等のピックアップ回収、排出量の多い木製粗大ごみのパーティクルボードへの再資

源化、障害者就労支援施設と連携したコード類に含まれる銅線の回収（「区が回収した資

源・ごみの処理の流れ」14～15 頁を参照）など、家庭ごみの減量と資源化に取り組むとと

もに、事業系ごみの削減に向けて、床面積が 1,000 ㎡以上の大規模建築物に対して、廃棄

物等の再利用計画書の提出を義務付け、立入調査による排出指導等も実施するなど、様々

な施策を展開してきました。 

こうした取組の成果は、一人１日当たりのごみ排出量の減少や特別区で最高水準の資源

化率などに現れています。一方、人口の増加や都心特有の活発な事業活動を背景に、家庭

や事業者が排出するごみの総量やプラスチックの可燃ごみへの混入に伴う温室効果ガス排

出量は増加を続けています。 

前回計画で掲げた四つの数値目標（総排出量、資源化率、可燃ごみ量、温室効果ガス排

出量）の達成状況は以下のとおりです。 

 

  

  

 
図 1-2 前回計画の目標達成状況 
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(2) ごみ･資源の排出の実態 

前回計画に基づく取組の成果は、一人１日当たりのごみ排出量の減少や特別区で最高水

準の資源化率などに現れています。一方、人口の増加や都心特有の活発な事業活動を背景

に、家庭や事業者が排出するごみの総量は増加傾向にあり、特に持込ごみは、港区の地域

特性を反映し、総排出量全体の約６割を占めていることから、発生抑制と適正処理の推進

を図ることが課題です。令和元（2019）年度に実施した「港区一般廃棄物処理基本計画(第

３次)策定等に係る基礎調査」（以下「基礎調査」という。）においては、「『自己処理責

任』という言葉を知らなかった」と答えた事業者が 61.6％に上り、事業者の意識の向上や

行動の変容が求められます。 

また、区民のごみと資源の分別状況に関しては、９割以上の区民が「きちんと分別して

いる」「だいたいは分別している」と回答している一方、平成 30（2018）年度に実施した

排出実態調査では、区収集可燃ごみ･不燃ごみに、紙類やプラスチック類などの資源が一定

量含まれていることが確認されたほか、資源プラスチックにもリサイクルに適さない汚れ

たプラスチックや繊維類、生ごみ等が混入しており、区民意識と排出実態にギャップが生

じています。 
 

図 1-3 ごみ･資源の排出の実態  

 

 
 

出典:港区一般廃棄物処理基本計画(第３次)策定等に係る 

基礎調査報告書 

 

出典:港区一般廃棄物処理基本計画(第３次)策定等に係る 

基礎調査報告書 出典:港区ごみ排出実態調査報告書(平成 30 年度) 

約６割の事業者が『自己処理責任』
という言葉を知らない状況

知らなかった
（61.6％）

Q「自己処理責任」という言葉を
ご存知でしたか？



 

 

10 

 

(3) 清掃リサイクル事業に係るコスト 

令和元（2019）年度のごみの収集や資源の回収・中間処理など、区が実施する清掃リサ

イクル事業に要する経費は以下のとおりです。 

 

令和元（2019）年度のごみや資源の処理に要した清掃事業コストは、45 億 8,338 万円で、

廃棄物処理手数料や資源の売却等清掃事業に関する収入を差し引いた区民一人当たりの純

コストは 15,191 円(年額)となっています。 

また、１㎏当たりの処理に要したコストで見ると、ごみ(可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ご

み)は 74 円、資源(古紙、びん・缶、ペットボトル、資源プラスチック)は 52 円でした。 

区が収集したごみは、東京二十三区清掃一部事務組合が中間処理を行うため、清掃工場

や不燃ごみ処理施設、粗大ごみ処理施設に搬入しています。清掃工場では、可燃ごみの焼

却処理を行った上で焼却灰の一部をセメント原料などに再資源化し、また、不燃ごみや粗

大ごみは中間処理施設で破砕処理を行い、鉄やアルミニウムなどの金属を回収してリサイ

クルしています。このような中間処理を行った上で、最終的に残ったごみは、東京都が管

理する中央防波堤埋立処分場・新海面処分場で埋立処理を行います。なお、木製粗大ごみ

や不燃ごみに含まれる蛍光灯などの再資源化については、全て区が民間事業者に委託して

処理を行っています。 
また、資源については、古紙は事業者に売却し、びん・缶、ペットボトル、資源プラス

チックは、港資源化センターで異物の除去や圧縮、梱包等の中間処理を行った上で、容器

包装リサイクル法により製造者等の事業者が費用を負担するべきものについては、日本容

器包装リサイクル協会に引き渡し、その他については、区が民間事業者に再資源化を委託

し処理を行っています。 

新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい財政状況下にあっても、清掃事業を常に

安定して継続していくとともに、不断の内部努力による人件費や物件費等の経常的経費の

縮減に取り組む必要があります。 
 

 

 

 

【清掃事業に関する収入】　(単位:千円)

人件費等 1,014,882 使用料等 442,598

事業経費 2,992,841 国庫（都）支出金 2,528

維持管理費 454,803 その他収入 159,348

減価償却費 120,856 合 計 604,474

合 計 4,583,381 出典：港区財政レポート

【清掃事業コスト】　    　(単位:千円)
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(4) 用語の定義 

区で発生する“ごみ”は大きく「家庭ごみ」と「事業系ごみ」の２種類に分かれます。

「家庭ごみ」は区内の家庭から排出される「可燃ごみ（燃やすごみ）」、「不燃ごみ（燃

やさないごみ）」、「粗大ごみ」の合計を指し、「事業系ごみ」は区内に立地する事業所

から排出される一般廃棄物のことを指します。「事業系ごみ」のうち、排出事業者自ら、

もしくは、区の許可を受けた一般廃棄物収集運搬業者（以下「許可業者」という。）が東

京二十三区清掃一部事務組合施設に搬入するごみを「持込ごみ」といいます。 

一方、区で回収している“資源”は、区内の町会・自治会や任意の団体等が自主的に回

収した資源を回収業者に引き渡す「集団回収」、区が週１回の頻度で回収する「集積所回

収」、区が各拠点施設から回収する「拠点回収」、区が収集した不燃ごみ･粗大ごみから中

間処理施設でピックアップする「ピックアップ回収」、区が開催する各種イベント時に回

収する「イベント回収」に分けられ、これらの合計が「資源回収量」です。 

区で発生する全てのごみと資源の合計を「総排出量」といい、本計画での「資源化率」

は「資源回収量」を「総排出量」から「持込ごみ」を除いたもので除して得られる値とし

ます。 

 

(5) 対象となる廃棄物 

本計画では、区内で発生する「一般廃棄物」及び「あわせ産廃」を対象とします。 

廃棄物は一般廃棄物と産業廃棄物に大別され、産業廃棄物は廃棄物処理法で定められた

20 種類を指し、一般廃棄物はそれ以外の廃棄物を指します。一般廃棄物は市区町村が処理

について責任を有し、産業廃棄物は排出事業者自らの責任で適切に処理することが義務付

けられています。 

あわせ産廃とは、産業廃棄物のうち、廃プラスチック類（原則としてプラスチック製造

業及びプラスチック加工業から排出されるものを除く。）、紙くず、木くず、金属くず

（廃油等が付着しているものを除く。）、ガラスくず及び陶磁器くずで、常時使用する従

業員の数が 20 人以下の事業所から排出されるもの、または、１事業所当たりの平均排出量

が 50kg/日未満のものです。一般廃棄物の処理に支障が生じない範囲において、家庭ごみ

と事業系ごみとあわせて区が収集しています。 

図 1-4 本計画で対象となる廃棄物  
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(6) 分別区分 

区で排出されるごみと資源の分別区分を表１-１に示します。 

 

表 1-1 現行のごみと資源の分別区分表（令和２年４月１日）

 
（次頁に続く） 

 

  

分別区分 排出者 収集主体 収集頻度

可燃ごみ
（燃やすごみ）

２回/週

不燃ごみ
（燃やさないごみ）

２回/月

粗大ごみ 申込制

古紙 区民※１

布類

缶

びん

その他

古紙

缶・びん

ペットボトル

資源プラスチック

使用済み小型家電製品

ペットボトルキャップ

古着

廃食油

使用済み乾電池

使用済み小型家電製品

古着

廃食用油

ふとん

金属製品等

コード類

使用済み蛍光灯

ふとん

廃木材

※１：中小企業基本法上の小規模企業者を含む

イベント
開催時

ピックアップ回収

収集した
不燃ごみ・
粗大ごみ
からの
ピックアップ

団体ごとに
異なる区民

集積所回収 区民

区

１回/週

拠点回収

区民

随時

イベント回収

資
源

集団回収
町会・自治会
等の実践団体

種類

家
庭
ご
み

区収集ごみ 区民 区
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分別区分 排出者 収集主体 収集頻度

多量排出事業者※２ 一般廃棄物
収集運搬業者

随時

可燃ごみ
（燃やすごみ）

２回/週

不燃ごみ
（燃やさないごみ）

２回/月

古紙

缶・びん

ペットボトル

資源プラスチック

種類

１回/週

※２：多量排出事業者とは、一般廃棄物収集運搬業者にごみ処理を委託または自己処理をしている事業者

※３：少量排出事業者とは、事業系ごみを行政収集に出している事業者

事
業
系
ご
み

持込ごみ
（可燃ごみ）

区収集ごみ

少量排出事業者※３ 区事
業
系
資
源

集積所回収
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区が回収した資源・ごみの処理の流れ 
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令和２（2020）年４月 1日現在 
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【清掃関連施設】 

区の施設 
 
①みなとリサイクル清掃事務所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所 在 地  港南３－９－59 
敷地面積  4,195.10 ㎡ 
構 造  鉄骨鉄筋コンクリート造 地上６階 延床面積 10,438.98 ㎡ 
完成年月  平成６（1994）年３月 

 

②みなとリサイクル清掃事務所作業連絡所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所 在 地  元麻布３－９－６ 
敷地面積  734.74 ㎡ 
構 造  鉄筋コンクリート造 地上３階 

 延床面積 870.0 ㎡ 
完成年月  昭和 41（1966）年２月 

区の清掃事業に関する企画、調整や計画策定などを行うほか、ごみや資源に関する各種

相談や手続きを行っています。 

建物内には、事務室のほか、清掃車両の駐車スペース、自動車整備場、天然ガススタン

ド、洗車場、収集職員の詰所などがあります。 

麻布地区・赤坂地区の狭小路地に出された資源

を小型プレス車等に積み替える施設です。 

また、麻布地区・赤坂地区から寄せられたごみ

に関する相談への対応も行っています。 

老朽化により、現在地で麻布いきいきプラザと

の合築による建替え（令和６（2024）年４月開設

予定）を計画しています。 
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③港資源化センター 

 
所 在 地  港南５－７－１（港清掃工場の敷地内） 
敷地面積  2,443.71 ㎡ 
構 造  鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造 

 地上３階 延床面積 4,237.54 ㎡ 
完成年月  平成 11（1999）年１月 
 

 

 

④芝浦清掃作業所 
 
 

 

 

 

 

 

 

所 在 地   港南３－１－18 
敷地面積   1,004.43 ㎡ 
構 造    鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造 

 地上２階 延床面積 1,091.70 ㎡ 
完成年月   平成５（1993）年８月 

 

 

 

⑤新堀粗大ごみ中継所 
 

 

 

 

所 在 地  芝３－２－14 
敷地面積  292.85 ㎡ 
構 造   鉄板プレハブ造 平屋 

 延床面積 29.16 ㎡ 
完成年月  昭和 62（1987）年３月 

  

区が回収する資源プラスチック、びん・缶・ペッ

トボトルの中間処理（リサイクルできるように選

別・圧縮・梱包など）を行う施設です。 

中間処理の仕組みがわかるよう見学者用の通路を

設けているほか、圧縮した資源などの展示や家具の

リサイクル展も実施しています。 

区が収集する不燃ごみを大型車に積み替える施設

です。資源化が可能な金属類、蛍光灯などをピック

アップ回収するとともに、発火するおそれのあるス

プレー缶やライターを安全に破砕処理しています。 

また、毎週日曜日には、粗大ごみの直接持込みの

受け入れを行っています。 

区が収集する粗大ごみを大型車に積み替える施設

です。資源化が可能な金属類や木製家具はピックア

ップ回収しています。 

不燃ごみの積替え作業の様子 

粗大ごみの積替え作業の様子 



 

 

18 

 

東京二十三区清掃一部事務組合の施設 
 

⑥港清掃工場 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 所 在 地  港南５－７－１ 
 敷地面積  約 29,000 ㎡ 
 処理能力   １日 900t(300t×３炉(１炉は予備)) 
 完成年月  平成 11（1999）年１月 
 
 
 
 

 

 

⑦京浜島不燃ごみ処理センター 
 

 

 

 

 

 
 所 在 地  大田区京浜島３－７－１ 
 敷地面積  約 46,000 ㎡ 
 処理能力  ８ｔ／時間×４系列 
 完成年月  平成 11（1999）年１月 

 

 

⑧粗大ごみ破砕処理施設 
 
 

 
 

 

 

 

 

 所 在 地  江東区海の森２-４-79 
 敷地面積  約 33,000 ㎡ 
 処理能力  32.1ｔ／時間×２系列 

 完成年月  昭和 54（1979）年６月 

区が収集する可燃ごみを中間処理（焼却）す
る施設で他区の可燃ごみや民間事業者の持込ご
みについても受け入れを行っています。 

ごみを燃やす際に発生する熱で発電を行って
いるほか、焼却灰の一部はセメントの原料等に
リサイクルし、埋立処分量の削減にも取り組ん
でいます。 

特別区が収集した不燃ごみを中間処理する施設です。 

不燃ごみの容積を減らすために破砕を行い、資源とな

る鉄やアルミニウムを機械選別で取り出して回収してい

ます。 

特別区が収集した粗大ごみを中間処理する施設です。

粗大ごみは、可燃性のごみと不燃性のごみに分けてか

ら、容積を減らすために破砕処理を行います。破砕後

は、金属類を機械で選別し回収しているほか、焼却可能

なものは、清掃工場で焼却処理を行っています。 
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東京都の施設 
 
⑨中央防波堤外側埋立処分場・新海面処分場 
  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和２年度撮影(東京都環境局) 

 
所 在 地   江東区青海３丁目地先 
敷地面積   中央防波堤外側埋立処分場 約 1,990,000 ㎡ 
              新海面処分場 約 3,190,000 ㎡ 
使用開始   中央防波堤外側埋立処分場 昭和 52（1977）年 10 月 
       新海面処分場 平成 10（1998）年 12 月 

  

不燃ごみ処理センターなどで中間処理を行ったごみを埋立処分する施設です。中央防波

堤外側埋立処分場・新海面処分場は、港区を含めた特別区が使用できる最後の埋立処分場

であり、できるだけ長期間にわたって使用していくため、特別区が連携して、ごみの減量

と資源の循環利用を推進する必要があります。 
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第2章 ごみ処理基本計画 
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1 基本理念 

大量生産・大量消費の経済社会活動は、大量廃棄型の社会を形成し、環境保全と健全な物

質循環を阻害する側面を有しています。温室効果ガスの排出による地球温暖化問題、プラス

チックごみによる海洋汚染、天然資源の枯渇の懸念、大規模な資源採取による自然破壊など

を引き起こしてきました。これからは、経済・社会・環境の三つのバランスが取れた社会を

めざすための「持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ）」を共通認識に、国民・事業者・行政が意

識改革・行動変容を実行に移し、主体的な取組を加速していくことが求められています。 

区民･事業者は自身が「排出者」であると自覚した上で排出者責任の考え方に基づくごみ

の排出ルールの順守･適正処理の推進を徹底し、区は快適な生活環境の保全と適正なごみの

収集運搬･処理を実践し、区民･事業者の主体的な取組を効果的に支援するなど、それぞれの

責任と役割を果たすことが重要です。 

前回計画では、「環境に配慮した持続可能な社会を目指して、循環型社会･低炭素社会形

成への統合的な取組を、区民・事業者とともに推進します」を基本理念として掲げましたが、

この理念は普遍的なものであり、前回計画策定以降の状況変化を踏まえてもなお、現在及び

未来において有効であることから、変更せずに本計画に引き継ぎます。 

本計画では、基本理念の具現化に向けて、区民･事業者･区のそれぞれの責任と役割に応じ

た基本方針を定め、目標を見据えながら様々な施策に取り組みます。 

 

 

 

図 2-1 本計画の基本理念･基本方針  
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2 基本方針 

  基本方針１「区民の参画と協働による３Ｒを推進します」 

区は、全国に先駆けた容器包装プラスチックと製品プラ

スチックの資源回収や食品ロス削減に向けた普及・啓発な

ど、様々な施策の展開により、ごみの減量と資源化に取り

組んできました。一方、家庭から排出されるごみは、人口

増加に伴う量的な拡大に加え、再生可能な資源が可燃ごみ

や不燃ごみに多く混入するなど、質的な課題もごみ排出実

態調査で明らかになっており、区民の意識改革・行動変容

が強く求められます。 

区民がごみを出さない生活スタイルを日常的に意識し、

発生したごみはルールに基づき適正に排出し、リサイクルにつなげていける状況を創出する

ことを目的に、基本方針として「区民の参画と協働による３Ｒを推進します」を掲げます。 

 

  基本方針２｢事業者の社会的責任に基づく廃棄物の発生抑制と資源循環を促

進します」 

区は、事業系ごみの削減に向け、事業用途に供する延床

面積が 1,000 ㎡以上の大規模建築物に対し再利用計画書の

提出を義務付け、定期的に立入調査を実施するなど、様々

な施策を展開してきましたが、区の総排出量の約６割を占

める持込ごみ量はおおむね横ばい傾向で推移しています。 

廃棄物処理法に定める基本原則である排出者責任に基づ

き、ごみの適正処理を徹底するとともに、消費者にとって分別やリサイクルが容易な製品を

開発するなど、社会的責任に基づき主体的にごみの減量と資源の再利用に取り組める状況を

創出することを目的に、基本方針として「事業者の社会的責任に基づく廃棄物の発生抑制と

資源循環を促進します」を掲げます。 

 

  基本方針３｢安全･安心な区民生活を支え続ける適正で効率的な廃棄物処理を

実践します｣ 

区は、ごみや資源を安定的に収集運搬するため、収集業務の民間

委託や収集ルートの見直しなど効率性を高めながら、繁華街での早

朝収集や高齢者等世帯への戸別訪問収集など、清掃事業のサービス

向上に取り組んできましたが、自然災害や感染症に備えた万全な体

制の構築といった重要な課題にも直面しています。 

区は、いかなる状況においても、区民生活を支える廃棄物処理を

実践し、清潔で快適な生活環境を保全していく必要があることか

ら、基本方針として「安全・安心な区民生活を支え続ける適正で効

率的な廃棄物処理を実践します」を掲げます。 
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3 数値目標 

数値目標は、本計画に掲げる取組の進捗を管理し、その達成状況を区民・事業者と共有

し、必要に応じて取組の強化・見直しを図るための指標として用います。 

本計画では、計画全般にわたる取組の最終的な到達点を示す「総排出量」、「資源化

率」、「温室効果ガスの排出量」に加え、各取組の効果をダイレクトに測定する「食品ロ

ス発生量」、「プラスチック排出量」、「持込ごみ量」、区民・事業者の意識改革・行動

変容の状況を確認する「ごみと資源の分別状況」、「再利用計画書上の再利用率」など、

12 項目の目標を設定します。 

計画の進捗を区民・事業者と共有するに当たっては、全体の数量だけではなく、原単位

(一人 1 日当たりの量)を活用することにより、個人がどの程度ごみや資源を排出し、環境に

影響を与えているかを身近に感じられるよう工夫し、区民一人ひとりのごみ減量への意識

の醸成につなげていきます。 

 

図 2-2 数値目標項目間の関連（イメージ図） 

 

区が現状の施策を継続していく前提で、今後の人口動向を加味した将来推計（トレンド推計）

を行った結果、ごみの総排出量が令和 14(2032)年度に 194,300t/年に達すると予測されるなど、

環境負荷の増大が懸念されます。 

このため、区民・事業者・区がそれぞれの責任と役割を果たし、環境負荷の少ない持続可能

な社会を将来世代に引き継いでいくという意識を共有するための数値目標が必要です。 
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数値目標の設定に当たっては、ＳＤＧｓ、国の「第四次循環型社会形成推進基本計画」や

「プラスチック資源循環戦略」、東京都の「ゼロエミッション東京戦略」などで示された上位

計画の目標（表 2-1）を達成できるよう、本計画に掲げる取組の効果を積み上げて数値化を行

いました（表 2-2）。 

 

表 2-1 国・東京都の上位計画の目標 

※ 一般廃棄物の再生利用量を一般廃棄物の排出量で除したもので、本計画上における「資源化率」に相当します。 

 

表 2-2 各項目における数値目標 

 
※(1)、(2)、(4)、(5)、(7)、(8)の上段は年間量、下段は一人 1 日当たりの量 

 

数値目標項目 
実績値 

推計値 目標値 

中間年度 最終年度 中間年度 最終年度 

令和元年度 令和８年度 令和 14 年度 令和８年度 令和 14 年度 

(1) 総排出量 
179,221 t/年 

1,880.6 g/人･日 

185,500 t/年 

1,785 g/人・日 

194,300 t/年 

1,680 g/人・日 

168,400 t/年 

1,621 g/人・日 

159,200 t/年 

1,377 g/人・日 

(2) 区収集可燃ごみ量 
50,665 t/年 

531.6 g/人･日 

55,200 t/年 

532 g/人・日 

61,500 t/年 

532 g/人・日 

41,300 t/年 

397 g/人・日 

33,200 t/年 

287 g/人・日 

(3) 可燃ごみへの資源混入割合 25.7 % 26 % 26 % 24 % 21 % 

(4) 食品ロス発生量 
5,287 t/年 

55.5 g/人･日 

5,800 t/年 

55 g/人・日 

6,400 t/年 

55 g/人・日 

3,800 t/年 

37 g/人・日 

2,600 t/年 

22 g/人・日 

(5) プラスチック排出量 
12,658 t/年 

132.8 g/人･日 

13,800 t/年 

133 g/人・日 

15,400 t/年 

133 g/人・日 

12,100 t/年 

116 g/人・日 

11,600 t/年 

101 g/人・日 

(6) 資源化率 29.3 % 29 % 28 % 40 % 50 % 

(7) 資源回収量 
22,353 t/年 

234.6 g/人･日 

23,700 t/年 

229 g/人・日 

25,900 t/年 

224 g/人・日 

30,000 t/年 

289 g/人・日 

36,600 t/年 

317 g/人・日 

(8) 集団回収による資源回収量 
5,643 t/年 

59.2 g/人･日 

5,900 t/年 

57 g/人・日 

6,400 t/年 

56 g/人・日 

6,800 t/年 

65 g/人・日 

7,700 t/年 

67 g/人・日 

(9) ごみと資源の分別状況 39.7 % 40 % 40 % 53 % 65 % 

(10)持込ごみ量 103,020 t/年 103,020 t/年 103,020 t/年 94,100 t/年 86,400 t/年 

(11)再利用計画書上の再利用率 
紙類：64.8 % 

厨芥類：19.4% 

紙類：65 % 

厨芥類：19 % 

紙類：65 % 

厨芥類：19 % 

紙類：69 % 

厨芥類：22 % 

紙類：72 % 

厨芥類：25 % 

(12)温室効果ガスの排出量 22,372 t-CO2/年 24,200 t-CO2/年 26,800 t-CO2/年 18,400 t-CO2/年 15,000 t-CO2/年

上位計画の目標項目 上位計画の目標値 

第四次循環型社会形成推進基本計画【国】 

 一般廃棄物の出口側の循環利用率※ 令和７（2025）年度までに約 28％ 

 食品ロス量 令和 12（2030）年度までに平成 12（2000）年度の半減 

 １人１日当たりのごみ排出量 令和７（2025）年度までに約 850g/人・日 

 １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 令和７（2025）年度までに約 440g/人・日 

プラスチック資源循環戦略【国】 

 ワンウェイのプラスチック(容器包装等) 令和 12（2030）年度までに累積 25％削減 

ゼロエミッション東京戦略【東京都】 

 一般廃棄物のリサイクル率※ 令和 12（2030）年度までに 37％ 

 家庭からの廃プラスチックの焼却量 令和 12（2030）年度までに平成 29（2017）年度比 40％削減 
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表 2-3 各数値目標の説明  
 

 (1) 総排出量 

区収集ごみ量と持込ごみ量と資源回収量の合計

で、一般廃棄物処理基本計画の根幹をなす指標で

す。区民･事業者も含めた区全体でのごみの減量･

資源化に係る取組について進捗を確認し、その成

果を総合的に管理します。 
令和元（2019）年度実績 179,221t を、令和 14

（2032）年度には 159,200t と約 11％の削減を目

標とします。 

 (2) 区収集可燃ごみ量 

区収集ごみの大半

を占め、家庭でのご

みの減量･資源化に係

る取組の成果を示す

指標です。国の第四

次循環型社会形成推進基本計画では、家庭ごみ

排出量(不燃含む)目標では令和７（2025）年度

で一人1日当たり約440 gとするとしています。

その達成状況や進捗を把握し、周知･広報するこ

とは、区民の主体的な３Ｒ行動を促すきっかけ

となり、収集体制の改善にも活用できます。 

令和元（2019）年度実績 50,665t を、令和 14

（2032）年度には 33,200t と約 34％の削減を目

標とします。 

(3) 可燃ごみへの資源混入割合 

区収集可燃ごみ量に含まれる資源の割合で、区

民の分別状況を客観的･定量的に示す指標です。

また、区民の３Ｒ行動の成果の一つの指標とし

て、分別状況の改善、資源回収量の拡大、効果的

な啓発方法等の検討に活用できます。 

令和元（2019）年度実績 26％を、令和 14

（2032）年度には 21％に減少させることを目標と

します。 

(4) 食品ロス発生量 

区収集可燃ごみ

量のうち「未利用

食品」と「残飯･

使い残し」、「過

剰除去」の合計

で、家庭での食品

ロス削減の取組の

成果を示す指標です。ＳＤＧｓや第四次循環型

社会形成推進基本計画等において、令和 12

（2030）年度に平成 12（2000）年度比の半減す

ることを目標としていることを踏まえ、令和元

（2019）年度実績 5,287t を、令和 14（2032）年

度には 2,600t と約 50％の削減を目標とします。 

 (5) プラスチック排出量 

｢可燃ごみと不燃ご

みに混入するプラス

チック｣と｢資源とし

て回収したプラスチ

ック(資源プラスチッ

ク･ペットボトル･ペットボトルキャップ)｣の合計

で、区全体でのプラスチック発生抑制に係る取組

の成果を示す指標です。国のプラスチック資源循

環戦略においても、ワンウェイプラスチックの排

出量を令和元（2019）年度から令和 12（2030）年

度の累積で 25％の削減が目標となっています。プ

ラスチックの焼却はごみ処理における温室効果ガ

ス排出量の主要因でもあり、排出量(廃棄量)を抑

えることは地球環境保全の観点からも重要です。 

令和元（2019）年度実績 12,658t を、令和 14

（2032）年度には 11,600t を目標とします。 

 (6) 資源化率 

資源回収量を区収集ごみ量と資源回収量の合

計で除して得られる割合で、家庭でのごみの減

量･資源化に係る取組の成果を示す指標であり、

一般廃棄物処理基本計画の根幹をなす指標で

す。国の第四次循環型社会形成推進基本計画で

は、令和７（2025）年度に約 28％とすることが

目標となっています。区は、既に令和２

（2020）年度実績で国の目標を達成しています

が、更なる資源化率の向上をめざし、前回計画

の目標数値 42％の達成時期を令和９（2027）年

度に先延ばしした上で、令和 14（2032）年度に

資源化率 50％を目標とします。 
ごみ
50%

資源
50%
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 (7) 資源回収量 

集積所回収、拠点回収、イベント回収、ピックア

ップ回収及び集団回収による資源の合計量で、資源

循環の推進に係る取組の成果を示す指標で、総排出

量･資源化率と同様に、一般廃棄物処理基本計画の

根幹をなす指標です。 

令和元（2019）年度実績 22,353t を、令和 14

（2032）年度に 36,600t に増加させることを目標と

します。 

 (8) 集団回収による資源回収量 

区民の参画･協働による資源

化の取組の成果を示す指標で

す。資源回収量の約 25％を占

めており、区民協働によるリ

サイクルシステムの状況を把握し、報奨金を通じ

た資源回収促進の効果を測定します。 

令和元（2019）年度実績 5,643t を、令和 14

（2032）年度に 7,700tに増加させることを目標と

します。 

 

 (9) ごみと資源の分別状況 

 

「区民意識調査」

において“きちんと

分別をしている”と

回答した人の割合

で、区民の分別状況

を定量的に示す指標

です。区民の分別意識を把握するための目安であ

り、可燃ごみへの資源混入割合と同様に、分別状況

の改善、資源回収量の拡大、効果的な啓発方法等の

見直しに活用します。 

令和元（2019）年度実績 39.7％を、令和 14

（2032）年度に65％に上昇させることを目標としま

す。 

 (10) 持込ごみ量 

清掃工場に搬

入された事業系

のごみ量で、延

床面積 1,000 ㎡

以上の事業者に

おけるごみの減

量と資源の再利用に係る取組の成果を示す指標で

す。持込ごみ量の目標達成の状況や進捗について

明確化し、事業者の適正処理を推進するためのき

っかけとすることに加え、事業系ごみに係る取組

の検証にも活用します。 

令和元（2019）年度実績 103,020t を、令和 14

（2032）年度には 86,400t と約 16％削減すること

を目標とします。 

(11) 再利用計画書上の再利用率 

事業用途の延床面積が 1,000 ㎡以上の事業者にお

いて提出が義務付けられている「再利用計画書」で

の再利用率で、大規模事業者のごみの減量と資源の

再利用に係る取組の成果を示す指標です。 

事業系ごみ中の大半を占める「その他紙類(ミッ

クスペーパー）」と「厨芥(生ごみ)類」をターゲッ

トに再利用を促進し、事業者の主体的な取組や区施

策の効果を把握･管理します。 

令和元（2019）年度はそれぞれ64.8％、19.4％の

実績を、令和 14（2032）年度には 72％、25％を目

標とします。 

 (12) 温室効果ガスの排出量 

可燃ごみ焼却に伴うメタン(CH4)･一酸化二窒素

(N2O)の排出量を二酸化炭素相当量に換算した数値

と、プラスチック焼却に伴う二酸化炭素(CO2)の排

出量を合計した値で、区の廃棄物事業における低

炭素社会の実現に向けた取組の成果を示す指標で

す。ごみの減量・資源化事業による地球温暖化へ

の影響を把握･管理します。 

令和元（2019）年度実績 22,372 t-CO2を、令和

14（2032）年度には 15,000 t-CO2と約 33％の削減

を目標 と

します。 
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4 目標達成に向けた取組 

(1) 事業系ごみの発生抑制 

  区のこれまでの取組 
 
区は、事業用大規模建築物（延床面積 1,000 ㎡以上）に対して、廃棄物管理責任者の選任

や再利用計画書の提出により、事業系ごみの適正処理や減量、資源の再利用を義務付けてい

るほか、定期的に職員が立入調査を行い、必要な指導や助言を行っています。「ごみ減量セ

ミナー」では、事業所から排出される紙類等をリサイクルすることで廃棄物処理コストの削

減につながるメリットを紹介しているほか、優れた取組を行っている事業者を表彰し、その

取組を広く紹介する「ごみ減量優良事業者等表彰制度」等も実施しています。また、ごみ減

量に積極的に取り組む小規模の小売店を「みなとエコショップ」に認定し、広く紹介するな

ど、事業系ごみの発生抑制に向けた様々な施策を実施しています。 

こうした取組により、オフィス等ではコピー・ＯＡ用紙を中心に高い再利用率を維持して

おり、持込ごみ量は近年、減少傾向にあります。 

なお、ごみや資源の排出量が１日平均 50 ㎏未満の少量排出事業者については、家庭ごみ

の収集に支障のない範囲で区が収集していますが、家庭ごみの収集量の増加に伴い、現在は

新規受付を停止し、廃棄物収集運搬業者による収集・処理を要請しています。 

本計画では、これまでの取組に加え、目標達成に向けて、事業者の自己処理責任の原則に

基づくごみの発生抑制と適正処理を一層推進していくために必要な取組を掲げます。 

 

  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇大規模建築物の所有者の義務の徹底 ★ 

事業用大規模建築物（延床面積1,000㎡以上）の

所有者には、当該建築物から排出されるごみの減

量が条例により義務付けられており、立入調査等

を通じてごみの減量や資源の再利用を徹底し、必

要に応じて改善勧告や公表、収集拒否等の措置を

講じます。 

 

 

 

〇大規模開発におけるごみの減量や資源の再利用の促進 ★ 

大規模開発に際して、ごみの減量や資源の再利用のスキ

ームに係る事前協議を義務付け、湿式シュレッダーやコン

ポスト、バイオマスによるエネルギー回収設備などの導入

を促進するとともに、再生利用指定制度の活用や支援制度

の創設について検討します。 

 

 

事業用生ごみ処理機 

職員による立入調査の様子 
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〇大規模建築物に対するごみ減量目標の設定 

一定規模以上の事業用大規模建築物の所有者に対し、厨芥類やミックスペーパーなどの種類に

応じたごみの減量と資源の再利用に係る目標を設定し、目標の達成状況に応じたインセンティブや

ペナルティを付与するなどの仕組みを検討します。 

 

〇ごみ減量アドバイザーの派遣 

事業用大規模建築物への立入調査により把握した課題の解決を図るため、専門的知見を

有するアドバイザーを派遣し、保管場所の改善、実量測定の導入、再利用率向上の方策、入

居テナントとの協力関係構築などに係る実践的な助言を行うことを検討します。 

 

〇テナントの主体的な取組の促進 ★ 

ごみの減量に関し事業用大規模建築物の所有者への協力が義務付けられているにもかかわ

らず、当該建築物の再利用率の向上を図る上で課題となっている占有者（テナント）の主体

的な取組を促進するため、廃棄物管理責任者がテナントに説明を行うための分かりやすいパ

ンフレット等を作成します。 

 

〇職場での分別ルールの徹底 

オフィス等でのごみの手元分別を徹底するた

め、多言語やピクトグラムを活用し、外国人労働者

や留学生などにも分かりやすい港区オリジナルデ

ザインの分別表示を作成・提供します。 

 

 

〇一般廃棄物処理業者との連携による適正排出の促進 

一般廃棄物の収集運搬を行

う事業者は、顧客である排出

事業者に対し、ごみの減量や

分別の徹底への協力を要請し

にくい一方で、清掃工場等の

処理施設への不適正搬入など

法令に違反した場合には、行

政処分や罰則が科せられる可

能性があります。東京二十三

区清掃一部事務組合と連携し

た清掃工場での搬入物検査の

結果分析に加え、一般廃棄物

処理業者が実感している排出

事業者の排出実態をアンケー

ト調査等により把握し、ごみの減量や適正排出を促す効果的な施策を創出します。 

 

搬入物検査の様子（東京二十三区清掃一部事務組合提供） 

 

事業系 資源・ごみの分け方 

 

リサイクル対象物   ＯＡ紙  新聞  雑誌  段ボール  ミックスペーパー 

 

一 般 廃 棄 物  厨芥  木類・繊維類  リサイクルできない紙 

 

  産 業 廃 棄 物  廃プラスチック  金属屑  ガラス・陶磁器  廃油 

              

かん  びん  ペットボトル 
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〇民間収集への移行促進 ★ 

事業系ごみの処理は、排出事業者の自己処理が原則であり、区は家庭ごみの収集に影響の

ない範囲で事業系ごみの収集（区収集）を行っています。事業者のごみの自己処理責任を徹

底するため、区収集を利用している少量排出事業者に対し、収集の頻度や収集の時間帯など

を排出事業者側が個々の状況にあわせて選択できるなどの民間収集（一般廃棄物処理業者に

委託）のメリットを示しながら、民間収集への移行を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

〇区が収集する基準（日量基準）の引下げ 

少量排出事業者が区収集を利用できる基準は、１

日平均又は臨時に排出する事業系一般廃棄物の量が

50 ㎏未満であることとしていますが、事業者のごみ

の自己処理責任を徹底し、民間収集への移行を促す

ため、日量基準の見直し（引下げ）を検討します。 

 

 

〇中小商店等に対する民間収集への移行支援 

区収集を利用している少量排出事業者のうち、中小商店等で、排出量が少ないために民間

収集への移行が困難な状況が生じている場合は、商店街単位など複数店舗が共同で委託でき

るよう支援策を検討します。 

 

〇区収集を利用できる事業者の登録 

区収集の新規受付を引き続き停止するとともに、対象事業者を区収集以外の方法では廃棄

物の処理が困難な事業者に限定（厳格化）し、区に登録した事業者だけが有料ごみ処理券

（シール）を購入の上、区収集を利用できる公平性と透明性が確保される仕組みを検討しま

す。 

 

 

 

 

 

  

一般廃棄物 50kg（イメージ） 

見本 

事業系有料ごみ処理券 
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  取組の効果（数値目標の達成への寄与） 
 

事業用大規模建築物の主体的なごみの減量と資源の再利用を促進し、紙類と厨芥類を中

心に、再利用計画書上の再利用率を増加させることにより、持込ごみ量を約 16,620ｔ削減

します。これにより、総排出量約 16,620ｔと温室効果ガスの排出量約 300ｔ-CO2の削減効果

を生み出します。  

持込ごみを清掃工場に搬入する一般廃棄物収集運搬業許可車両(港清掃工場) 
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(2) プラスチックの使用抑制と資源循環 

  区のこれまでの取組 
 
区は、平成 20（2008）年 10 月から全国に先駆けて容器包装以外のプラスチックも含めた全

てのプラスチックを資源として回収し、リサイクルしています。回収したプラスチックは、

全て国内の処理施設で身近なプラスチック製品やドライアイスなどに再製品化されています。

こうしたマテリアルリサイクルやケミカルリサイクルにより、可燃ごみとして清掃工場で焼

却し、熱回収を行うサーマルリサイクルと比べ、温室効果ガス排出量を約８割削減していま

す。 

世界的な問題となっている海洋プラスチック問題に関しては、紙ストローの配布や清掃車

のラッピング、小・中学生向けのパンフレットの作成などの啓発を行うとともに、令和２

（2020）年７月にスタートしたレジ袋有料化を契機として、区内商店街に啓発ポスターやマ

イバッグを提供するなど、事業者との連携も深めています。令和２（2020）年度からは、｢港

区役所『使い捨てプラスチック』削減方針｣に基づき、区の施設やイベントから使い捨てプラ

スチック(ワンウェイプラスチック)を排除する取組も進めています。 

本計画では、これまでの取組に加え、目標達成に向けて、事業活動・消費行動における使

い捨てプラスチックの使用抑制を基本に、徹底した分別と適正処理による資源循環を車の両

輪として一層推進していくために必要な取組を掲げます。 

 

  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇海洋プラスチック問題の普及･啓発 ★ 

環境省のキャンペーン「プラスチック・スマート」に参画し、継続的な情報発信や環境

学習を通じて、海洋プラスチック問題に対する区民・事業者の意識を醸成します。みなと環

境にやさしい事業者会議や産業団体、消費

者団体、清掃協力会などと連携し、プラス

チックに依存しないライフスタイル・ビジ

ネススタイルの浸透を図ります。 

 

〇事業者によるリサイクルの高度化・代替製品開発の支援 ★ 

廃プラスチックの再生利用やプラスチック代替素材を使用した商品の開発・普及に取り組

む区内事業者に対し、商品を事業やイベントで活用・紹介するほか、産業振興の視点も取り

入れて、開発経費等の助成、事業者間のマッチングなどの支援策を検討します。 

 

〇レジ袋の削減とマイバッグの利用促進 ★ 

レジ袋を削減するため、商店街等と連携したマイバッグ利用

を促すキャンペーンを展開するとともに、区オリジナルのマイ

バッグを活用した啓発を進めます。また、レジ袋有料化後の状

況を踏まえた区独自の使用抑制策を検討します。 

 

 

港区オリジナルマイバッグ 

キャンペーンロゴ 
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〇ペットボトルの削減とマイボトルの利用促進 ★ 

区施設のペットボトル飲料自動販売機のカートカン飲料や缶飲料への切替え

を進めるとともに、公共施設の冷水器の活用や民間企業と連携した給水スポッ

トの提供などを通じて、マイボトルの利用を促進します。 

 

 

 

〇リユース食器の利用促進 ★ 

リユース食器の貸出しやレンタル費用の助成により、イベント等から排出される使い捨て

のプラスチック容器の削減を図ります。 

 

〇使い捨てプラスチック削減に向けた区の率先した取組 ★ 

「港区役所『使い捨てプラスチック』削減方針」に基づき、区

の事務事業やイベントにおけるプラスチック製の啓発品、包装、

ストロー、カップ等の削減や施設内のペットボトル飲料の自動販

売機の切替えを進めます。 

 

 

〇商店街イベント等での発生抑制と回収支援 

商店街等のイベントから排出されるごみは自己処理を基本と

し、原則として区は回収していませんが、プラスチック容器包装

の使用抑制や分別の徹底などの条件に合致する場合には、日常の

収集作業に支障をきたさない範囲で、区がイベントごみのうちプ

ラスチックごみを無料で回収する仕組みを検討します。 

 

 

〇プラスチック製粗大ごみの資源回収 ★ 

プラスチックがリサイクル可能な廃棄物であることの認識

を浸透させるとともに、資源化率の向上を図るため、現在、

粗大ごみとして収集しているプラスチック製品（衣装ケース

等）の一部について、排出区分を資源プラスチックに変更し

ます。 

 

 

〇集団回収の仕組みを活用したプラスチックの回収 

区民がプラスチックを分別し、資源として排出することを促すためのインセンティブとし

て、集団回収の仕組みの活用を検討します。 

 

 

プラスチック製衣装ケース 

Tokyowater Drinking Station 

（屋外型のボトルディスペンサー式水飲栓） 

紙ストロー 

プラスチックごみ 
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〇排出袋の改善 ★ 

レジ袋有料化を契機とし、排出袋の購買行動が増加することが予想されることから、焼却

しても環境への負荷が少ないごみ袋を可燃ごみの排出袋として推奨することで、プラスチッ

クの使用抑制及び温室効果ガスの排出抑制につなげます。また、資源プラスチック専用の排

出袋の作成など、何らかの形で有料化されている可燃ごみの排出袋との差別化を図り、可燃

ごみに混入するプラスチックの分別を促す方策を検討します。 

 

〇拡大生産者責任の強化 ★ 

全国都市清掃会議など様々な機会

をとらえて、国や業界団体に対し、

商品の製造販売やサービスの提供の

段階におけるプラスチックの使用抑

制、環境負荷の少ない素材への切替

え、分別やリサイクルに配慮した仕

様への見直し、諸外国で効果が確認

されているデポジット制の採用等を

働きかけます。また、容器包装リサ

イクル制度に関して、プラスチック

製容器包装に係る事業者による発生抑制等のインセンティブをより働かせる観点から、分別

収集・選別保管を含めた全てのリサイクルコストを事業者負担とし、拡大生産者責任を明確

化することを求めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さかなクン(国立大学法人東京海洋大学客員准教授)のデザインによる海洋プラスチック削減啓発の清掃車ラッピング 



 

 

35 

 

  取組の効果（数値目標の達成への寄与） 
 
プラスチックの使用抑制により、プラスチック排出量を約 3,800ｔ削減するとともに、ご

みと資源の分別状況の改善により、可燃ごみ中の混入資源を減少させるなどにより、区収集

可燃ごみ量を約 4,300ｔ削減し、資源回収量を約 700ｔ増加させます。これらにより、総排

出量約 3,800ｔと温室効果ガスの排出量約 11,000ｔ-CO₂の削減効果、資源化率の約２％の増

加効果を生み出します。 
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(3) 食品ロスの削減 

  区のこれまでの取組 
 
区は、家庭での食品ロス削減に向けて、家庭用生ごみ処理機の購入費助成や貸出し、段ボ

ールコンポスト講座の実施などを通じた啓発に加え、未利用食品を区内７か所の窓口で回収

し、区内の子ども食堂やフードバンク等へ提供するフードドライブを実施しています。 

事業系の食品ロス削減に向けては、平成 28（2016）年度から「食べきり協力店登録制度」

を開始し、小盛メニューの導入や完食者へのサービス提供、食べ残しを減らすための案内な

どに取り組んでいる飲食店を広く紹介しています。 

また、区内大学と連携した調査研究、「食べきり強化月間」や「30・10 運動」といった

キャンペーン活動、漫画を活用した普及・啓発にも力を入れてきました。 

本計画では、これまでの取組に加え、目標達成に向けて、区民・事業者に対する普及・啓

発の強化、家庭や事業所から排出される未利用食品、過剰除去、食べ残しなどの食品ロスの

削減をより一層推進していくために必要な取組を掲げ、食品ロス削減推進法に基づく「港区

食品ロス削減推進計画」として位置付けます。 

 

  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇フードドライブの拡大 ★ 

家庭から廃棄される未利用食品の回収拡大を図るため、現在、各地区総合支所、台場分室

及びみなとリサイクル清掃事務所で開設しているフードドライブの常設窓口を増設するとと

もに、子ども食堂、生活・就労支援センター、フードバンクに加え、未利用食品の新たな提

供先の確保に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇企業版フードドライブの展開 

企業から出される食品ロスや食品廃棄物の削減に向けて、企業と

食品を必要とする施設（子ども食堂、生活・就労支援センター、フ

ードバンク等）のマッチング機能の確保に向けて検討を進めます。 

 

〇フードバンクの設立・運営支援 

港区を拠点に、家庭や企業から廃棄される未利用食品を回収し、食品を必要とする区内施

設や区民に提供するフードバンクの設立や運営に対する支援を検討します。 

フードドライブの流れ 
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〇大学等教育機関との連携 ★ 

食品ロス削減を推進することを目的とした戸板女

子短期大学との連携協定（令和元（2019）年 10 月締

結）に基づき、「食品ロスになりがち食材を活用し

たスイーツレシピコンテスト」や「親子向けエコ料

理教室」など、学生の活動及び研究の効果等の資源

を活用した事業を展開します。また、様々な教育機

関と連携し、食品ロスの効果的な削減方法等に関す

る調査研究や普及・啓発を進めます。 

 

〇食べきり協力店の拡充と表彰制度の創設 ★ 

食べ残しを減らす取組を行う飲食店・宿泊施設等を登録・紹介する

「食べきり協力店」を拡充するため、フードシェアリングアプリの活

用など、様々な手法で食品ロスの削減に取り組む事業者の参画を促す

とともに、顕著な成果を残し、模範となる事業者に対する表彰制度を

創設します。 

 

 

〇食品ロス削減アドバイザーの派遣 

区内飲食店、ホテル、学校、社員食堂所有企業等への専門的知見を有するアドバイザーの

派遣など、食品ロスや食品廃棄物の削減に係る実践的な助言を行い、事業者による削減目標

の設定と進捗管理を支援する手法を検討します。 

 

〇食品ロス削減ハンドブックの作成 

食品ロス削減に有効な「ドギーバッグ」、「フードシェアリングアプリ」、「計量」など

の方法を解説した分かりやすいハンドブックを作成し、区内飲食店、食品小売店に配布・配

信します。 

 

 

  

親子向けエコ料理教室の様子 

食べきり協力店ガイドブック 

フードシェアリングアプリの仕組み 
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〇食品ロス削減月間と食品ロス削減の日における普及･啓発 ★ 

区民の食品ロスの削減に関する理解と関心を深めるため、10 月の「食品ロス削減月間」、

10 月 30 日の「食品ロス削減の日」に、食べきり協力店をはじめとした区内事業者と連携し、

様々な普及・啓発キャンペーンを展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇食品廃棄物リサイクルの促進 

事業者が排出する食品廃棄物のリサイクル（飼料化、肥料化、ガス化等）を支援するため、

品目や事業者の規模等に応じて、事業者のニーズに合致したリサイクル事業者を紹介する体

制を整備します。 

 

 

 

  

食品廃棄物のリサイクルフロー（例） 

食品ロス削減啓発漫画 
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  取組の効果（数値目標の達成への寄与） 
 
家庭での食品ロス発生量の削減により、区収集可燃ごみ量を約 3,800ｔ削減します。 

また、事業用大規模建築物における「厨芥」の再利用計画書上の再利用率を改善させる

ことにより、持込ごみ量を約 3,000ｔ削減します。 

これにより、総排出量約 6,800ｔと温室効果ガスの排出量約 120ｔ-CO2 の削減効果を生み

出します。 
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【食品ロス削減に向けた独自指標】 

食品ロス削減には、区民・事業者の行動・意識の変化が不可欠です。食品ロス削減のための

行動や意識がどのように変化したかを把握するため、「港区食品ロス削減推進計画」の独自指

標を設定します。 
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（事業者向け食品ロス削減） 
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(4) 資源回収の拡大 

  区のこれまでの取組 
 
区は現在、15 品目の資源回収を実施しています。集積所から古紙、びん・缶、ペットボ

トル、資源プラスチックを回収しているほか、区有施設に回収ボックスを設置して使用済み

小型家電製品や古着等を集める「拠点回収」、不燃ごみや粗大ごみに含まれる金属類などの

資源を選別する「ピックアップ回収」を行っています。 

平成 28（2016）年度には、箱物家具や机などの木製品の「パーティクルボード」（住宅

の床材等）へのリサイクルを開始し、平成 30（2018）年度には、障害者就労支援施設との

連携によるコード類からの銅線の資源回収に加え、可燃ごみとして捨てられることが多い菓

子箱等の「雑紙」の名称を「その他再生可能紙」に変更し、簡便な排出方法に改善するなど、

資源回収の拡大に継続して取り組んできました。 

この結果、令和元（2019）年度の資源化率は特別区で最も高い 29.3％となっています。 

本計画では、これまでの取組に加え、目標達成に向けて、資源回収品目の拡充や回収機会

の拡大、可燃ごみや不燃ごみ等に混入する資源の分別の徹底など、資源回収の拡大を一層推

進していくために必要な取組を掲げます。 

 

  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇古着の拠点回収の拡大 ★ 

可燃ごみに多く含まれている「古着」の資源回収・リユースを拡大するため、区施設に設

置している回収拠点を増設します。拠点回収の実績やニーズを踏まえ、将来的な集積所回収

への移行を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇陶磁器の資源回収 ★ 

不燃ごみとして排出されている陶磁器をリユース及びリサイクルするため、新たに拠点回

収を開始します。リユースできるものは区民等に提供し、リユースできないものは土木資材

や再生食器にリサイクルします。回収した陶磁器の選別に当たっては、障害者就労支援施設

との連携を検討します。 

拠点回収ボックス（芝浦港南地区総合支所） 回収した古着類 
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〇その他再生可能紙の資源回収促進 ★ 

「その他再生可能紙」の資源回収を拡大するため、周知啓

発を強化するとともに、専用の紙製排出袋を作成し、区民や

集団回収実践団体に提供することを検討します。 

 

 

〇使用済み紙おむつのリサイクル 

可燃ごみの約５％を占める使用済み紙

おむつについて、企業によるリサイクル

技術の進展等を注視しながら、環境省の

「使用済紙おむつの再生利用等に関する

ガイドライン」（令和２（2019）年３

月）を参考に、資源回収及びリサイクル

の実現に向けた検討を進めます。 

 

〇厨芥ごみのリサイクル 

可燃ごみの約 31％を占める厨芥ごみ（生ごみ）について、国・他団体の動向、企業によ

るリサイクル技術の進展等を注視しながら、実現可能な資源回収及びリサイクルの手法を検

討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇マンションとの協働による資源回収の拡大 ★ 

今後の資源回収品目の拡大や資源回収方法の改善、資源回収量の拡大に向けて、一定期間、

実際にマンション（自治会・管理組合）の協力を得て、モデル的に厨芥ごみ（生ごみ）、使

用済み紙おむつ、古着、陶磁器などの資源回収を実施するとともに、専用排出袋の提供など

により資源プラスチックやその他再生可能紙の分別徹底を促進します。排出方法、回収方法、

リサイクル方法などの課題を検証し、その結果を踏まえて、区全体へ取組を拡大します。 

 

出典：環境省「廃棄物系バイオマスの利用用途」 

その他再生可能紙専用紙袋 

使用済み紙おむつのリサイクル手法（例） 

※エタノール化 

※ 
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〇障害者就労支援施設との連携強化 

不燃ごみや粗大ごみから回収した電化製品のコードやケーブルを銅線とビニールに仕分け

る業務、使用済みの携帯電話機から基盤を取り出す業務での連携を継続するとともに、安全

性や適合性が確保できる業務での連携を更に推進し、障害者の就労を支援します。 

 

〇家具のリサイクル展の充実 ★ 

港資源化センター内で開催している家具のリサイクル展の利用環境を向上するため、現在

休館日となっている日曜日の開館を行うとともに、オンラインによる購入環境の整備を検討

します。また、使用可能な良質な家具が粗大ごみとして廃棄されないよう、回収を強化し、

家具のリサイクル展での取扱量を拡大します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇リユースの機会の拡大 

子ども服・靴などの交換会「リ

ユース♡♡ブリッジ」を民間事業

者の協力を得て開催するなど充実

を図るとともに、図書館でのブッ

クシェアや児童施設でのおもちゃ

シェアなど、区施設を活用したリ

ユーススペースの設置、町会・自

治会、商店会等が開催するフリー

マーケットやバザーの支援などに

取り組みます。 

 

 

 

 

家具のリサイクル展 

リユース♡♡ブリッジの様子 
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  取組の効果（数値目標の達成への寄与） 
 
資源回収の機会や品目の拡大とごみと資源の分別状況の改善により、資源回収量を約

8,700ｔ増加させ、区収集可燃ごみ量を約 14,700ｔ削減します。これにより、資源化率の約

16％の増加効果と温室効果ガスの排出量約 300ｔ-CO₂の削減効果を生み出します。 
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(5) 持続可能な集団回収制度の構築 

  区のこれまでの取組 
 
集団回収は、町会・自治会、ＰＴＡ、マンション管理組合などで、自主的に回収日や回収

場所、回収品目を決めて、資源を家庭から持ち寄り、個々に契約した回収業者に直接引き渡

す回収方法です。区民のリサイクル意識が高まり、分別が徹底された良質な資源が効率よく

回収できるとともに、地域コミュニティの活性化にも寄与しています。また、資源の持ち去

り対策としても有効です。 

区民は、資源の回収量に応じた報奨金、作業補助機材の貸出しや作業補助用具の支給など

の支援を受けることができ、区は直接資源を回収する場合と比べてコストを大幅に削減でき

るなど、相互に大きなメリットがあります。 

集団回収の実践団体数は 411 団体（令和２（2020）年６月末現在）の登録があり、年間で

5,600 トンもの資源を回収しています。平成 30（2018）年度には、小規模事業者が排出する

古紙を追加し、区民と事業者が連携した資源再利用運動が可能となっています。 

本計画では、これまでの取組に加え、目標達成に向けて、中国の古紙輸入規制等に伴う古

紙売却価格の大幅な下落や古紙回収業者の減少等の昨今の情勢も踏まえ、集団回収を持続的

に発展させていくために必要な取組を掲げます。 

 

  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇集団回収実践団体に対する報奨金の見直し ★ 

資源回収への地域住民の参画を促進し、資源回収量の拡

大を図るため、可燃ごみとして多くが焼却処分されている

古紙・古着を中心に、集団回収実践団体に対する適切な報

奨金のあり方を検討します。 

 

 

〇古紙価格の変動に対応した回収業者への支援 ★ 

中国の古紙輸入規制等により古紙売却価格が大幅に下落し、集団回収事業から撤退・廃業

する事業者が増加していることを踏まえ、集団回収のネットワークを支える回収業者の経営

を支援するため、古紙の市況価格が大きく下落した場合に適用する回収業者に対する助成制

度を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

集団回収実践団体の活動の様子 

0

5

10

15

20

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

[参考] 行政回収による港区の古紙売却価格の推移（円/kg） 

※令和 2年度は 6 月分までの平均売却価格 

（年度） 
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〇回収業者登録制度の創設 ★ 

適切な回収料金、処理方法を実践する回収業者の登録制度を創設し、リストを区ホームペ

ージ等で公開することで、集団回収実践団体が優良な回収業者を選択し、安心して集団回収

に取り組める環境を整備します。 

 

〇小規模事業者と集団回収実践団体のマッチング 

小規模事業者（中小企業基本法上の小規模企業者）に

よる古紙リサイクル及び地域貢献の促進のため、小規模

事業者が地域の集団回収の活動に参加できる取組につい

て周知を強化し、相互のマッチングを図ります。 

 

 

  取組の効果（数値目標の達成への寄与） 

集団回収実践団体数や参加者数を拡大し、集団回収による資源回収量を増加させること

により、資源回収量を約 1,300ｔ増加させ、区収集可燃ごみ量を約 1,800ｔ削減します。こ

れにより、資源化率の約４％の増加効果と温室効果ガスの排出量約 30ｔ-CO₂の削減効果を

生み出します。  

小規模事業者と集団回収実践団体のマッチング 
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(6) 安全･安心･便利な清掃事業の運営と収集サービスの改善 

  区のこれまでの取組 
 
清掃事業は、平成 12（2000）年に東京都から特別区に移管されてから 20 年が経過し、東

京都清掃局時代の取組を継承しながら、各区が創意工夫で、地域特性を踏まえたサービス向

上に努めてきました。 

区では、新橋や六本木など繁華街を対象とした早朝収集、警察と連携した不法投棄への対

応、高齢者や障害者のみで構成する世帯への戸別訪問収集や粗大ごみの運び出し収集など、

きめ細かな対応をしてきました。令和２（2020）年度からは、高齢者等の万一の場合に備え、

戸別訪問収集に携わる車両を含む清掃車両にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を携行していま

す。 

また、この間、収集日及び収集エリアの変更や不燃ごみの収集体制の見直し、雇上会社や

委託事業者の活用などによる効率化や、ＣＮＧ（天然ガス）を燃料とする清掃車両の運行や

旧港西清掃事務所の中継施設としての活用など、環境負荷の低減にも努めてきました。 

本計画では、これまでの取組に加え、区民に身近な清掃事業を安定的に運営し、収集サー

ビスを一層向上させていくために必要な取組を掲げます。 

  ごみ・資源の処理フロー 
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  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇戸別訪問収集・粗大ごみ運び出しの対象拡大 ★ 

戸別訪問収集や粗大ごみの運び出しサービスの対象を、現在の高齢者・障害者に加えて、

ごみの排出が困難な妊婦や子育て中のひとり親家庭などに拡大します。 

 

〇建物ごとの収集への切替え 

地域コミュニティの希薄化等を背景に、共同の集積所を維持することが困難な状況が生じ

ていることから、集積所を利用している家庭や事業所を建物ごとの収集（各戸収集）に切り

替えることを検討します。建物ごとの収集には、集積所管理に係る住民の負担軽減、家庭ご

みの分別の促進、不法投棄や資源持ち去りの防止等のメリットがある一方、プライバシーに

対する懸念もあることから、住民の意向把握と合意形成を丁寧に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇夏季の早朝収集 ★ 

夏季は日の出時間が早く、カラス等による集積所の散乱が懸念され、高温多湿により可燃

ごみの腐食が早く進むことから、港区を訪れる観光客に与えるイメージ等も考慮し、繁華街

を中心に収集時間を前倒しします。涼しい時間に収集を開始することで、清掃職員の熱中症

予防にもつなげます。 

 

〇繁華街におけるマナー啓発 ★ 

新橋や六本木の繁華街について、カラスによる

ごみの飛散の防止や、通勤時の歩行の妨げになら

ないよう早朝収集を継続するとともに、収集日以

外のごみ出しや分別ルールが守られていないごみ

は、排出者を調べて直接指導を行うなど、生活環

境の保全に向けたごみ出しマナーの啓発を強化し

ます。 

 

 

 

新橋の繁華街の早朝収集の様子 

集積所収集 

 

各戸収集 
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〇マンション管理人等とのコミュニケーション形成 

区民の約９割が居住するマンションにおけるごみの減量・適正排出を促進するため、講習

会や意見交換会を開催し、管理人･管理会社･清掃担当者等との良好なコミュニケーションを

形成するとともに、台風等の緊急時の情報連絡手段の確立に取り組みます。 

 

〇各種手続きのＩＣＴ化推進 ★ 

無料通話アプリを用いた粗大ごみの申込・支払や

ＡＩチャットボットによる問合せ対応など、ごみの

排出に係る各種手続きにＩＣＴを活用し、利用者が

外出せず、時間を選ばず、キャッシュレスで便利に

手続きができる仕組みを構築します。 

 

 

〇粗大ごみ収集の待ち時間短縮 ★ 

新型コロナウイルス感染症の影響もあって増加傾向にある粗大ごみについて、申込から収

集までに要する期間を短縮するため、増車等により収集量を増やすなどの対応策を検討しま

す。 

 

〇ロボット等の先端技術を活用した清掃事業の効率化 

５Ｇに対応したＧＰＳによる最適な収集ルートの設定、遠隔操作や自動運転によるＩｏＴ

清掃車の運行、ロボットによる中間処理施設での資源の自動選別、アシストスーツによる清

掃職員の作業支援など、清掃事業の効率化に向けた先端技術の活用可能性を検討します。 

 

〇環境にやさしい清掃車の導入 

走行時に大気汚染物質を排出せず、走行時及び作業時も静かな燃料電池ごみ収集車（水素

燃料）の開発・試験運用に係る東京都と大学の協同事業に参画し、区の収集運搬業務への導

入可能性を検討します。 

 

 

 

  

区ホームページ AI チャットボット 

開発のベースとなる燃料電池ごみ収集車 
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〇みなとリサイクル清掃事務所作業連絡所の改築 ★ 

作業連絡所を麻布いきいきプラザと合築で改築し、麻布・赤坂地区の狭小路地で回収した

ペットボトル等の資源を積み替えるための中継地点、麻布・赤坂地区から寄せられる相談に

迅速に対応するふれあい指導業務の活動拠点としての機能を強化します。 

 

〇港資源化センターの設備更新・長寿命化 ★ 

港資源化センターの老朽化したびんライン・缶ラインの設備を

更新し、資源プラスチックラインの選別機能を強化することで、

作業能率と製品品質の向上を図るとともに、長寿命化計画に基づ

く取組により、維持管理コストの低減と平準化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇廃棄物処理手数料等の見直し 

廃棄物処理手数料は、許可業者に対し複数区の事業系一般廃棄物の混載を認めていること

や清掃工場等での中間処理を特別区が共同で行っていることから、特別区で統一の額として

おり、必要に応じて４年ごとに見直しを行います。動物死体処理手数料についても、廃棄物

処理手数料の改定に合わせて、処理に要する費用との乖離が生じないよう見直しを行います。 

 

〇家庭ごみの有料化 

家庭ごみの有料化は、ごみの排出抑制・再生利用の促進や負担の公平化、区民の意識改革

のために有効な手法ですが、周辺自治体の動向や区民の意向を踏まえるなど、慎重な検討が

必要です。また、不法投棄の増加やごみの減量が一時的となる例もあることから、引き続き

調査・研究を進めます。 

港資源化センター内のびんライン 

出典:港区「港資源化センタープラント設備更新・長寿命化計画」(令和２年４月) 
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(7) 災害等への対応力の向上 

  区のこれまでの取組 
 
特別区と東京二十三区清掃一部事務組合は、首都直下地震等の大規模災害により、特別区

内に災害廃棄物（ごみ・し尿・がれき）が発生した場合は、「特別区災害廃棄物処理対策ガ

イドライン」に基づき連携し、民間の事業者団体等の協力も得て災害廃棄物を処理すること

としており、令和２（2020）年４月には、これらの関係者間で協定を締結しています。 

区は、こうした枠組みの中で、「港区地域防災計画」や「港区災害対応マニュアル」に定

める災害廃棄物の処理を行う体制を整えています。 

東日本大震災や令和元（2019）年の台風第 19 号等では、被災地に職員を派遣し、災害廃

棄物の収集・運搬を支援するとともに、職員の技能を高めてきたほか、東京都下水道局と合

同で、仮設トイレのし尿の処理を想定した訓練も実施しています。 

台風等の荒天時や感染症の拡大時においても、ＢＣＰ（事業継続計画）の視点を取り入れ

た収集体制を構築し清掃事業を継続してきました。 

本計画では、これまでの取組に加え、今後想定される大規模災害や感染症の拡大等の非常

時に備え、万全な体制で清掃事業を継続していくために必要な取組を掲げます。 
 

  非常災害時における廃棄物処理体制 
 
災害発生時は、「港区地域防災計画（平成 28（2016）年修正）」及び「港区災害対応マ

ニュアル（平成 25（2013）年６月）」に基づき初動体制を構築するとともに、区が関係主

体と締結している災害協定･覚書等を活用し、被災地の生活環境･公衆衛生を確保します。 
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  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇災害廃棄物処理計画の策定 ★ 

災害時に発生した廃棄物については、港区

地域防災計画や特別区災害廃棄物処理対策ガ

イドラインにより、特別区や東京二十三区清

掃一部事務組合とも連携して必要な処理を行

う体制を構築しています。その上で、災害時

における臨時的なごみの分別方法や排出場所

等の課題をあらかじめ抽出し、その対策の詳

細を定めた「港区災害廃棄物処理計画」を策

定し、早期の復旧・復興に向けた体制を強化

します。 

 

〇台風・降雪時の収集体制の確保 ★ 

相当な警戒を要する台風・降雪時における収集の実施可否（中止、前倒し、延期）を適切

に判断するとともに、実施する場合の必要人員や車両の確保等、中止する場合の周知方法や

事後対応等を万全なものとします。 

 

〇感染拡大期における業務継続 ★ 

清掃事業は、「港区業務継続計画（新型インフルエンザ編）」において、感染拡大期にお

いても生活環境の保全及び公衆衛生の維持のために継続すべき業務として位置付けられてい

ることから、職員の感染及び濃厚接触などのリスクや感染拡大に伴うごみ・資源の量や質の

変化を踏まえた収集・運搬・中間処理の体制を構築するとともに、職員の感染予防に必要な

措置を講じます。 

 

〇清掃職員の作業着・保護具の安全性向上 ★ 

清掃職員の健康を守り、清掃事業

を安定的に継続するため、夏用は接

触冷感や速乾性など熱中症予防の機

能を備え、冬用は鼻や口をガードす

るなど感染症予防の機能を備えた、

安全性に優れた作業着（ユニフォー

ム）や、ヘルメット、手袋、マス

ク、フェイスガードなど、安全な作

業に資する保護具の導入・確保を進

めます。 

  
作業服・保護具等一式 

仙台市での災害廃棄物の収集支援(東日本大震災) 
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(8) 効果的な普及･啓発と環境学習の充実 

  区のこれまでの取組 
 
区は、広報紙や区ホームページ、ＳＮＳ、ごみ分別アプリ、清掃車のラッピングなどによ

り、ごみの分別や排出方法、３Ｒに関する情報を発信しています。エコライフフェアや区民

まつり等のイベントでは、「港区３Ｒ推進行動会議」の協力を得て、クイズやアンケートを

通じて３Ｒに関する興味を持ち、理解を深めるような普及・啓発を行っています。 

また、区内企業・団体との連携によるパネル展の開催、小・中学校の児童・生徒に向けた

リーフレットの配布、幼稚園・保育園での収集体験などの環境学習を実施しています。 

港資源化センターでは、びん、缶、ペットボトル、資源プラスチックのリサイクルについ

て学べる見学会を開催し、港清掃工場や中央防波堤外側埋立処分場・新海面処分場の見学会

とあわせて、ごみの減量と分別の大切さを伝えています。 

本計画では、これまでの取組に加え、ごみの減量や分別が日常生活や事業活動にどのよう

な効果をもたらすかをわかりやすく伝え、区民や事業者の３Ｒ行動への意欲を高める効果的

な普及・啓発と充実した環境学習を展開していくために必要な取組を掲げます。 

  情報発信や環境学習への期待 
 
基礎調査の区民アンケートでは、「今後、ごみの収集や減量・リサイクルを進めるに当た

って、区に力を入れてほしいと思うこと」について尋ねました。 

その結果、「ごみの減量の取組事例等、情報提供の充実」と回答した割合が約39％と最も

高く、「次世代向けの環境学習を通じた人材育成」や「ごみ集積所の環境美化に向けた区

民の意識啓発」といったごみや資源に関する啓発や環境学習の充実への期待が伺えます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：港区一般廃棄物処理基本計画(第３次)策定等に係る基礎調査報告書（令和２年３月） 
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  今後の具体的な取組         ★は優先的に取り組むものを示します。 
 
〇ごみの減量・分別に係る情報発信 ★ 

区ホームページ、ＳＮＳ、デジタルサイネージ等を活用し、週

単位のごみの排出量を目標値と並べて表示し、明快なメッセージ

を添えて、目標達成に向けたごみ減量や分別の必要性を伝えま

す。また、分別の動機付けとして、環境学習の教材など様々な媒

体で分別ルールを分かりやすく発信するとともに、ごみ・資源の

回収・処理フローを用いて、回収した資源がどのようにリサイク

ルされているのかを伝えます。 

 

〇清掃協力団体との連携強化 ★ 

清掃事業や３Ｒ活動に係る普及・啓発のパートナーとし

て、安全美化協議会、清掃協力会などとの関係を強化し、区の取組や課題について情報を

共有するとともに、「港区３Ｒ推進行動会議」を地域団体、ＮＰＯ、教育機関などが広く

参画する会議へと改めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇次世代を担う環境人材の育成 ★ 

学校生活等を通じて環境問題への関心を高め、

循環型社会を担う人材を育てるため、学校、保育

園等と連携した環境学習を強化します。紙媒体を

中心とした学習素材（テキスト等）は、オンライ

ン学習環境に対応したものに切り替えます。 

  

週単位ごみ排出量の区ホームページ掲載 

（イメージ） 

環境学習の様子 

連携強化のイメージ図 
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〇３Ｒに取り組む区民・事業者・団体の認証 

熱心に環境問題に取り組んでいる学校を認証するヨーロッパの「グリーンフラッグ」制度

などを参考に、廃棄物の発生抑制・適正処理に取り組む区民・事業者・団体を認証し、その

取組を広く紹介する仕組みを検討します。あわせて、既存の表彰制度、認定制度、登録制度

の整理統合を検討します。 

 

〇排出実態調査の拡充 ★ 

ごみ・資源の排出状況や分別の実態、地域特性等を総合的に把握するための調査（組成調

査）を３年周期で実施するとともに、谷間の２年間に、個別テーマ（事業系食品ロス、厨芥

ごみリサイクル、使用済み紙おむつリサイクルなど）に応じたサンプル調査や実証実験を実

施し、得られた結果を施策検討に活用します。 

 

〇区施設・イベント会場等での分別表示 

施設やイベント会場等での分別表

示について、外国人、子ども、来街

者など誰にでも分かりやすい表示と

なるよう、港区らしい洗練されたデ

ザインやピクトグラムを使用した共

通ルールを定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇清掃車両のラッピング 

清掃事業や３Ｒに関する普及・啓発を

目的とした清掃車両のラッピングを継続

的に実施します。また、観光振興部門と

連携し、シティプロモーションにも活用

します。 

 

 

 

 
清掃車両のラッピング 

ピクトグラムの一例（出典：環境省「大規模イベントにおけるごみ分別ラベル作成ガイダンス」） 
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〇感染拡大期における排出方法の周知 

感染者やその疑いのある者のごみ・資源の排出方法について、「廃棄物に関する新型コロ

ナウイルス感染症対策ガイドライン」（令和２年９月・環境省）に基づき、ごみ袋をしっか

り縛って封をすること、ごみ袋の空気を抜いて出すこと、通常時は資源化されるペットボト

ル、プラスチック製容器包装等を可燃ごみとして排出することなどを適切に周知します。 

 

〇可燃ごみの名称変更 

区民の分別意識を高め、可燃ごみへの資源混入を減少させる方策として、行動経済学や心

理学の考え方を参考に、「可燃ごみ（燃やすごみ）」の名称を排出時の分別を促す名称や地

球環境への影響を意識させる名称へ変更することを検討します。 

 

〇資源売却収入を財源としたオリジナルリサイクル製品の作成 

区民の分別協力によって得られた資源売却収入を活用したオリジナルリサイクル製品を作

成し、周知啓発に活用することで分別の成果への実感を高め、一層の分別徹底につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

〇新たな資源化センター啓発動画の作成 

資源化センターのプラント設備更新に合わせ、中間処理

工程の解説とともに、排出時の分別や洗浄の重要性を伝え

る新たな啓発動画を作成し、小・中学校の環境学習や海外

からの視察受入などに活用するとともに、YouTube など

多様な媒体で発信します。 

 

 

 

〇清掃リサイクルを通じた国際協力 

特別区及び東京二十三区清掃一部事務組合が取り組む環

境問題や廃棄物問題に直面している海外諸都市への技術支

援の一環として、海外からの視察を積極的に受け入れ、区

が保有する資源プラスチック回収や港資源化センターでの

中間処理などのノウハウ等を提供します。 

 

プラスチックの選別作業の様子 

海外からの視察の様子 

（東京二十三区清掃一部事務組合提供） 
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5 計画の進行管理 

基本理念に掲げたとおり、区民･事業者･区の各主体がそれぞれの責任と役割を認識して、

主体的にごみの減量･資源化に取り組むとともに、それぞれの取組の進捗状況や目標の達成

状況等について、区ホームページでの公表や清掃協力団体への情報提供などにより広く周知

した上で評価を行います。 

計画の進行管理に当たっては、港区環境審議会において、毎年、区が実施･展開している

施策の進捗を確認・評価していきます。 

 

 

 

 

 



 

 

59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3章 生活排水処理基本計画 
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生活排水処理の現状 

区の下水道普及率は 100％であり、区内から発生するし尿及び生活雑排水（＝「生活排

水」）のほぼ全量が、公共下水道により処理されています。家庭及び事業所等で発生する

生活排水のうち、公共下水道により処理されないものを一般廃棄物処理基本計画の対象と

します。 

公共下水道により処理される生活排水以外で区内の家庭から発生するディスポーザー汚

泥と浄化槽汚泥は、一般廃棄物収集運搬業者（許可業者）が収集しています。収集した浄

化槽汚泥は、東京二十三区清掃一部事務組合の下水道投入施設（品川清掃作業所）へ搬入

し、固形分を取り除くとともに脱水をした後、下水道排出基準以下になるまで希釈して、

下水道に投入されています。 

また、処理中に取り除いた固形分（＝「しさ」）は東京二十三区清掃一部事務組合の清

掃工場で焼却され、浮上した固形分（＝「ふさ」）は中央防波堤外側埋立処分場で埋立処

分されています。 

さらに、事業活動に伴って排出される、仮設便所のし尿及びし尿混じりのビルピット汚

泥は、一般廃棄物収集運搬業者が収集し、民間の処理施設において一般廃棄物処理業者に

より処理されています。 

その他、公共下水道では処理されない家庭及び事業所等から発生するし尿･汚泥等につい

ては、一般廃棄物収集運搬業者（許可業者）による収集運搬を行い、適切に処理を行って

います。 

 

 

 

 

 

図 3-1 生活排水処理の流れ 
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2 生活排水処理基本計画 

区では、公共下水道では処理されない家庭及び事業所等から発生するし尿･汚泥等につい

て、引き続き、一般廃棄物処理業者による処理を行います。 

 

〇収集･運搬及び処分計画 

家庭及び事業所で発生するディスポ

ーザー汚泥及び浄化槽汚泥等は、引き

続き、一般廃棄物収集運搬業者（許可

業者）により収集し、東京二十三区清

掃一部事務組合の下水道投入施設（品

川清掃作業所）で適切に処理を行いま

す。また、下水道投入施設の処理工程

で生じるしさ・ふさについても、引き

続き、東京二十三区清掃一部事務組合

の清掃工場で焼却処理を行い、中央防

波堤外側埋立処分場で適正に埋立処分

を行います。 

 

〇事業者処理責任の徹底 

事業活動に伴って排出される仮設便所のし尿及びし尿混じりのビルピット汚泥について

は、今後も事業者の自己処理責任の徹底を促していきます。 

 

 

 

 

東京二十三区清掃一部事務組合品川清掃作業所 
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1 港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例 

 

○港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例 

 

平成十一年十二月十六日 

条例第三十三号 

 

目次 

第一章 総則 

第一節 通則（第一条・第二条） 

第二節 区長の責務等（第三条―第八条） 

第三節 事業者の責務（第九条） 

第四節 区民の責務（第十条） 

第二章 再利用等による廃棄物の減量 

第一節 区長の減量義務等（第十一条―第十

四条） 

第二節 事業者の減量義務（第十五条―第二

十二条） 

第三節 区民の減量義務（第二十三条・第二

十四条） 

第三章 廃棄物の適正処理 

第一節 通則（第二十五条―第二十八条） 

第二節 区長等以外の者の再利用の対象とな

る廃棄物の収集又は運搬の禁止等

（第二十八条の二） 

第三節 適正処理困難物の抑制（第二十九条

―第三十一条） 

第四節 一般廃棄物の処理（第三十二条―第

四十六条） 

第五節 産業廃棄物の処理（第四十七条―第

四十九条） 

第六節 大規模建築物の廃棄物保管場所等の

設置（第五十条） 

第七節 廃棄物処理手数料（第五十一条―第

五十八条） 

第四章 一般廃棄物処理業（第五十九条―第六

十五条） 

第五章 生活環境影響調査結果の縦覧等（第六

十五条の二―第六十五条の七） 

第六章 雑則（第六十六条―第七十一条） 

第七章 罰則（第七十二条―第七十五条） 

付則 

 

第一章 総則 

 

第一節 通則 

（目的） 

第一条 この条例は、廃棄物の発生を抑制し、再

利用を促進するとともに、廃棄物を適正に処理

し、あわせて生活環境を清潔にすることによっ

て、生活環境の保全及び公衆衛生の向上並びに

資源が循環して利用されるまちづくりを推進

し、もって区民の健康で快適な生活を確保する

ことを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例における用語の意義は、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法

律第百三十七号。以下「法」という。）の例に

よる。 

２ この条例において次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 家庭廃棄物 一般家庭の日常生活に伴って

生じた廃棄物をいう。 

二 事業系廃棄物 事業活動に伴って生じた廃

棄物をいう。 

三 事業系一般廃棄物 事業系廃棄物のうち、

産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

四 再利用 活用しなければ不要となる物又は

廃棄物を再び使用すること又は資源として利

用することをいう。 

五 資源・ごみ集積所 区長が家庭廃棄物等

（第三十三条第二項の規定により区長が処理

する事業系一般廃棄物及び第四十九条におい

て準用する第三十三条第二項の規定により区

長が処理する一般廃棄物とあわせて処理する

産業廃棄物を含む。以下同じ。）の収集を行

うために、家庭廃棄物等を排出すべき場所と

して、区規則で定めるところにより設置され

た場所をいう。 

 

第二節 区長の責務等 

（基本的責務） 

第三条 区長は、生活環境を保全し、及び公衆衛

生を向上させるため、廃棄物の減量及び適正な

処理を図らなければならない。 

２ 区長は、廃棄物の処理に関する事業の実施に

当たっては、作業方法の改善を図る等その能率

的な運営をしなければならない。 

３ 区長は、再利用等による廃棄物の減量及び適
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正な処理に関する区民の自主的な活動を支援す

るよう努めなければならない。 

４ 区長は、廃棄物の減量及び適正な処理に関す

る区民及び事業者の意識の啓発を図るよう努め

なければならない。 

（指導又は助言） 

第四条 区長は、廃棄物の減量及び適正な処理を

確保するため、必要と認めるときは、区民及び

事業者に対し、指導又は助言を行うことができ

る。 

（公開） 

第五条 区長は、廃棄物の減量及び適正な処理に

関する施策を常に区民に明らかにしなければな

らない。 

（区民参加） 

第六条 区長は、一般廃棄物の減量及び適正な処

理について、区民の意見を施策に反映すること

ができるよう必要な措置を講じなければならな

い。 

（環境審議会への諮問） 

第七条 区長は、一般廃棄物の処理に関する基本

方針その他の重要事項の決定に当たっては、港

区環境審議会に諮らなければならない。 

（他の地方公共団体との協力等） 

第八条 区長は、廃棄物の減量及び適正な処理に

関する事業の実施に当たって、必要と認めると

きは、他の地方公共団体と協力し、又は調整を

図るものとする。 

 

第三節 事業者の責務 

（事業者の責務） 

第九条 事業者は、廃棄物の発生を抑制し、再利

用を促進する等により、廃棄物の減量を図らな

ければならない。 

２ 事業者は、その事業系廃棄物を自らの責任に

おいて適正に処理しなければならない。 

３ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際し

て、その製品、容器等が廃棄物になった場合に

おいてその適正な処理が困難になることのない

ようにしなければならない。 

４ 事業者は、廃棄物の減量及び適正な処理の確

保に関し区の施策に協力しなければならない。 

 

第四節 区民の責務 

（区民の責務） 

第十条 区民は、廃棄物の発生を抑制し、再生品

の使用又は不用品の活用等により再利用を図

り、その生じた廃棄物をなるべく自ら処分する

こと等により、廃棄物の減量に努めるものとす

る。 

２ 区民は、廃棄物の減量及び適正な処理に関し

区の施策に協力するものとする。 

 

第二章 再利用等による廃棄物の減量 

 

第一節 区長の減量義務等 

（再利用等による減量） 

第十一条 区長は、区長が行う家庭廃棄物等の収

集において、資源物（家庭廃棄物等のうち、再

利用を目的として分別して収集する物をいう。

以下同じ。）の収集、回収等を行うとともに、

物品の調達に当たっては、再生品を使用する等

により、自ら再利用等による廃棄物の減量に努

めなければならない。 

（再利用に関する計画） 

第十二条 区長は、再利用等による廃棄物の減量

を促進するため、再利用に関する計画を定める

ものとする。 

（施設の利用） 

第十三条 区長は、再利用等に関する区民の自主

的な活動を支援するため、再利用の対象となる

物の保管等に利用する場所として、業務に支障

が生じない範囲内において、区長の管理する施

設等を区民の利用に供することができる。 

（資源回収業者への協力要請及び支援） 

第十四条 区長は、再利用を促進するため、資源

回収等を業とする事業者に必要な協力を求める

とともに、当該事業者を支援するよう努めるも

のとする。 

 

第二節 事業者の減量義務 

（事業系廃棄物の減量） 

第十五条 事業者は、再利用の可能な物の分別の

徹底を図る等再利用を促進するために必要な措

置を講ずる等により、その事業系廃棄物を減量

しなければならない。 

（廃棄物の発生抑制等） 

第十六条 事業者は、物の製造、加工、販売等に

際して、長期間使用可能な製品の開発、製品の

修理体制の確保等廃棄物の発生の抑制に必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際し

て、再生資源（資源の有効な利用の促進に関す

る法律（平成三年法律第四十八号）第二条第四

項に規定する再生資源をいう。）、再生部品

（同条第五項に規定する再生部品をいう。）及
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び再生品を利用するよう努めなければならな

い。 

（再利用の容易性の自己評価等） 

第十七条 事業者は、物の製造、加工、販売等に

際して、その製品、容器等の再利用の容易性に

ついてあらかじめ自ら評価し、再利用の容易な

製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容

器等の再利用の方法についての情報を提供する

こと等により、その製品、容器等の再利用を促

進しなければならない。 

（適正包装等） 

第十八条 事業者は、物の製造、加工、販売等に

際して、自ら包装、容器等に係る基準を設定す

る等により、その包装、容器等の適正化を図

り、廃棄物の発生の抑制に努めなければならな

い。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際し

て、再び使用することが可能な包装、容器等の

普及に努め、使用後の包装、容器等の回収策を

講ずる等により、その包装、容器等の再利用の

促進を図らなければならない。 

３ 事業者は、区民が商品の購入等に際して、当

該商品について適正な包装、容器等を選択でき

るよう努めるとともに、区民が包装、容器等を

不要とし、又はその返却をする場合には、その

回収等に努めなければならない。 

（事業用大規模建築物の所有者等の義務） 

第十九条 事業用の大規模建築物で区規則で定め

るもの（以下「事業用大規模建築物」とい

う。）の所有者は、再利用を促進する等によ

り、当該事業用大規模建築物から排出される事

業系一般廃棄物を減量しなければならない。 

２ 事業用大規模建築物の所有者は、当該事業用

大規模建築物から排出される事業系一般廃棄物

の減量及び適正な処理に関する業務を担当させ

るため、区規則で定めるところにより、廃棄物

管理責任者を選任し、その旨を区長に届け出な

ければならない。 

３ 事業用大規模建築物の所有者は、区規則で定

めるところにより、再利用に関する計画を作成

し、当該計画書を区長に提出しなければならな

い。 

４ 事業用大規模建築物の所有者は、当該事業用

大規模建築物又は敷地内に区規則で定める基準

に従い、再利用の対象となる物の保管場所を設

置するよう努めなければならない。 

５ 事業用大規模建築物の占有者は、当該事業用

大規模建築物から生ずる事業系一般廃棄物の減

量に関し事業用大規模建築物の所有者に協力し

なければならない。 

６ 事業用大規模建築物を建設しようとする者

（以下「事業用大規模建築物の建設者」とい

う。）は、当該事業用大規模建築物又は敷地内

に区規則で定める基準に従い、再利用の対象と

なる物の保管場所を設置しなければならない。

この場合において、事業用大規模建築物の建設

者は、当該保管場所について、区規則で定める

ところにより、あらかじめ区長に届け出なけれ

ばならない。 

（改善勧告） 

第二十条 区長は、事業用大規模建築物の所有者

が前条第一項から第三項までのいずれかの規定

に違反していると認めるとき又は事業用大規模

建築物の建設者が同条第六項の規定に違反して

いると認めるときは、当該事業用大規模建築物

の所有者又は当該事業用大規模建築物の建設者

に対し、期限を定めて、必要な改善その他必要

な措置をとるべき旨の勧告をすることができ

る。 

（公表） 

第二十一条 区長は、前条の勧告を受けた事業用

大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物

の建設者がその勧告に従わなかったときは、そ

の旨を公表することができる。 

２ 区長は、前項の規定による公表をしようとす

るときは、あらかじめ、当該公表をされるべき

者にその理由を通知し、その者が意見を述べ、

証拠を提示する機会を与えなければならない。 

（収集拒否等） 

第二十二条 区長は、事業用大規模建築物の所有

者又は事業用大規模建築物の建設者が前条第一

項の規定による公表をされた後において、な

お、第二十条の勧告に係る措置をとらなかった

ときは、当該事業用大規模建築物から排出され

る事業系一般廃棄物の収集若しくは運搬を拒否

し、又は区長の指定する処理施設への搬入を禁

止することができる。 

 

第三節 区民の減量義務 

（自主的行動） 

第二十三条 区民は、再利用の可能な物の分別を

行うとともに、集団回収等による再利用を促進

するための区民の自主的な活動に参加し、協力

する等により、廃棄物の減量及び資源の有効利

用に努めるものとする。 

（商品の選択） 
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第二十四条 区民は、商品を選択するに際して

は、当該商品の内容及び包装、容器等を勘案

し、廃棄物の減量及び環境の保全に配慮した商

品を選択するよう努めるものとする。 

 

第三章 廃棄物の適正処理 

 

第一節 通則 

（家庭廃棄物の処理） 

第二十五条 区長は、家庭廃棄物を生活環境の保

全上支障が生じないうちに収集し、及びこれを

運搬する等、適正に処理しなければならない。 

（事業系廃棄物の処理） 

第二十六条 事業者は、事業系廃棄物を生活環境

の保全上支障が生じないうちに自ら運搬し、若

しくは処分し、又は廃棄物の収集、運搬若しく

は処分を業として行うことのできる者に運搬さ

せ、若しくは処分させなければならない。 

（事業者の中間処理義務） 

第二十七条 事業者は、その事業系廃棄物の処理

に当たっては、再生、破砕、圧縮、焼却、油水

分離、脱水等の処理（以下「中間処理」とい

う。）を行うことにより、その減量を図らなけ

ればならない。 

（処理技術の開発） 

第二十八条 事業者は、事業系廃棄物の適正な処

理について、自ら又は共同して技術開発を図ら

なければならない。 

 

第二節 区長等以外の者の再利用の対象

となる廃棄物の収集又は運搬の

禁止等 

（収集又は運搬の禁止等） 

第二十八条の二 区長及び区規則で定める者以外

の者は、資源・ごみ集積所に排出された資源物

のうち、古紙、びん、缶その他の区規則で定め

る物を資源・ごみ集積所から収集し、又は運搬

してはならない。 

２ 区長は、前項の区規則で定める者以外の者が

前項の規定に違反して、収集し、又は運搬した

と認めるときは、その者に対し、これらの行為

を行わないよう命ずることができる。 

 

第三節 適正処理困難物の抑制 

（処理困難性の自己評価等） 

第二十九条 事業者は、物の製造、加工、販売等

に際して、その製品、容器等が廃棄物になった

場合における処理の困難性についてあらかじめ

自ら評価し、適正な処理が困難にならないよう

な製品、容器等の開発を行うこと、その製品、

容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法につい

ての情報を提供すること等により、その製品、

容器等が廃棄物となった場合においてその適正

な処理が困難になることのないようにしなけれ

ばならない。 

（適正処理困難物の製造等の抑制） 

第三十条 事業者は、その製品、容器等が廃棄物

となった場合において、その適正な処理が困難

となる物（以下「適正処理困難物」という。）

については、その製造、加工、販売等を自ら抑

制しなければならない。 

（事業者の下取り等の回収義務） 

第三十一条 区長は、適正処理困難物を指定し、

これを公表することができる。 

２ 前項の適正処理困難物の製造、加工、販売等

を行う事業者は、自らの責任でその適正処理困

難物を下取り等により回収しなければならな

い。 

３ 区民は、前項の事業者が適正処理困難物を回

収しようとするときは、これに協力するものと

する。 

４ 区長は、第二項の事業者が適正処理困難物を

回収しないと認めるときは、その事業者に対

し、期限を定めて、回収するよう命ずることが

できる。 

 

第四節 一般廃棄物の処理 

（処理の計画） 

第三十二条 区長は、区規則で定めるところによ

り、一般廃棄物の処理に関する計画（以下「一

般廃棄物処理計画」という。）を定め、これを

告示するものとする。 

２ 一般廃棄物処理計画に重要な変更があったと

きは、その都度告示するものとする。 

（処理） 

第三十三条 区長は、一般廃棄物処理計画に従

い、家庭廃棄物を処理しなければならない。 

２ 区長は、家庭廃棄物の処理に支障がないと認

めるときは、事業系一般廃棄物の処理を行うも

のとする。 

３ 前二項に規定する一般廃棄物の処理の基準

は、区規則で定める。 

（計画遵守義務等） 

第三十四条 土地又は建物の占有者（占有者がな

い場合は、管理者とする。以下「占有者」とい

う。）は、その土地又は建物内の家庭廃棄物を
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可燃物、不燃物等に分別し、各別の容器に収納

して資源・ごみ集積所に排出する等一般廃棄物

処理計画に従わなければならない。 

２ 占有者は、家庭廃棄物を収納する容器につい

て、家庭廃棄物が飛散し、流出し、及びその悪

臭が発散しないようにするとともに、当該容器

及び当該容器を排出する資源・ごみ集積所を常

に清潔にしておかなければならない。 

（粗大ごみの排出方法） 

第三十五条 占有者は、粗大ごみ（特定家庭用機

器再商品化法（平成十年法律第九十七号）第二

条第四項に規定する特定家庭用機器で再商品化

される対象となるものを除く。以下同じ。）を

排出するときは、区規則で定める廃棄物処理手

数料の額に応じた枚数の第五十二条第一項の有

料粗大ごみ処理券を添付しなければならない。

ただし、これによりがたいと区長が認めるとき

は、区長の指示に従わなければならない。 

（事業系一般廃棄物等の排出方法） 

第三十六条 事業者は、区長の収集及び運搬する

事業系一般廃棄物（動物の死体及びし尿を除

く。）又は一般廃棄物とあわせて処理する産業

廃棄物を容器で排出するときは、容器に収納す

る容量に相当する第五十三条第一項の有料ごみ

処理券を添付しなければならない。ただし、こ

れによりがたいと区長が認めるとき又は臨時に

排出するときは、区長の指示に従わなければな

らない。 

（排出禁止物） 

第三十七条 占有者は、区長が行う家庭廃棄物の

収集に際して、次に掲げる家庭廃棄物を排出し

てはならない。 

一 有害性の物 

二 危険性のある物 

三 引火性のある物 

四 著しく悪臭を発する物 

五 特別管理一般廃棄物に指定されている物 

六 前各号に掲げるもののほか、家庭廃棄物の

処理を著しく困難にし、又は家庭廃棄物の処

理施設の機能に支障が生ずる物 

２ 占有者は、前項各号に掲げる家庭廃棄物を処

分しようとするときは、区長の指示に従わなけ

ればならない。 

（動物の死体） 

第三十八条 占有者は、その土地又は建物内の動

物の死体を自らの責任で処分できないときは、

遅滞なく区長に届け出て、その指示に従わなけ

ればならない。 

（改善命令等） 

第三十九条 区長は、占有者が第三十四条の規定

に違反していると認めるときは、その占有者に

対し、期限を定めて、必要な改善その他必要な

措置を命ずることができる。 

（事業者の処理） 

第四十条 事業者は、その事業系一般廃棄物を自

ら処理するときは、第三十三条第三項に規定す

る区規則で定める処理の基準に従わなければな

らない。 

（事業系一般廃棄物保管場所の設置） 

第四十一条 事業者は、その建物又は敷地内に事

業系一般廃棄物の保管場所を設置しなければな

らない。 

２ 前項の保管場所は、区規則で定める基準に適

合するものでなければならない。 

３ 事業者は、その排出する事業系一般廃棄物を

第一項の保管場所に集めなければならない。 

（事業者に対する中間処理等の命令） 

第四十二条 区長は、事業者に対し、特に必要が

あると認めるときは、その事業系一般廃棄物を

あらかじめ中間処理して排出するよう命ずるこ

とができる。 

２ 区長は、事業者に対し、その事業系一般廃棄

物を可燃物、不燃物等に分別して排出するよう

命ずることができる。 

（事業者に対する運搬等の命令） 

第四十三条 区長は、区規則で定める量の事業系

一般廃棄物を排出する事業者に対し、その事業

系一般廃棄物を運搬し、又は処分するよう命ず

ることができる。 

（一般廃棄物管理票） 

第四十四条 区規則で定める事業者は、事業系一

般廃棄物を区長の指定する処理施設に運搬する

場合には、区規則で定めるところにより、事業

系一般廃棄物の種類、排出場所等を記載した一

般廃棄物管理票を当該施設の管理者に提出しな

ければならない。 

２ 前項の事業者は、事業系一般廃棄物を他人に

委託して区長の指定する処理施設に運搬させる

場合には、当該受託者に同項の一般廃棄物管理

票を交付しなければならない。 

３ 前項の受託者は、その受託した事業系一般廃

棄物を区長の指定する処理施設に運搬する場合

には、同項の一般廃棄物管理票を当該施設の管

理者に提出しなければならない。 

４ 前三項に規定するもののほか、一般廃棄物管

理票の回付その他必要な事項は、区規則で定め
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る。 

（改善命令等） 

第四十五条 区長は、事業者が第四十条又は第四

十一条の規定に違反していると認めるときは、

その事業者に対し、期限を定めて、必要な改善

その他必要な措置を命ずることができる。 

（準用） 

第四十六条 第三十三条第一項、第三十四条及び

第三十七条から第三十九条までの規定は、事業

系一般廃棄物の処理について準用する。 

 

第五節 産業廃棄物の処理 

（一般廃棄物とあわせて処理する産業廃棄物） 

第四十七条 区長は、一般廃棄物の処理又は処理

施設の機能に支障が生じない範囲内において、

一般廃棄物とあわせて処理することが必要と認

める産業廃棄物の処理を行うことができる。 

２ 区長は、前項に規定する一般廃棄物とあわせ

て処理することが必要と認める産業廃棄物の処

理について、一般廃棄物処理計画に含めるもの

とする。 

（処理命令） 

第四十八条 区長は、一般廃棄物の処理又は処理

施設の機能に支障が生ずるおそれがあると認め

るときは、一般廃棄物とあわせて処理する産業

廃棄物を排出する事業者に対し、その産業廃棄

物の保管、運搬又は処分を命ずることができ

る。 

（準用） 

第四十九条 第三十三条、第三十四条、第三十九

条、第四十一条、第四十二条及び第四十五条

（第四十条の規定に違反したことによる改善命

令等に係るものを除く。）の規定は、一般廃棄

物とあわせて処理する産業廃棄物の処理につい

て準用する。 

 

第六節 大規模建築物の廃棄物保管場所

等の設置 

（大規模建築物の廃棄物保管場所等の設置） 

第五十条 区規則で定める大規模建築物を建設し

ようとする者（以下「建設者」という。）は、

その建築物又は敷地内に一般廃棄物の保管場所

及び保管設備（以下「保管場所等」という。）

を設置しなければならない。この場合におい

て、建設者は、当該保管場所等について、区規

則で定めるところにより、あらかじめ区長に届

け出なければならない。 

２ 保管場所等は、区規則で定める基準に適合す

るものでなければならない。 

３ 区長は、保管場所等について、建設者が前二

項の規定に違反すると認めるときは、当該建設

者に対し、期限を定めて、保管場所等の設置そ

の他必要な措置を命ずることができる。 

４ 第一項に規定する建築物の占有者は、その建

築物から排出される一般廃棄物を保管場所等に

集めなければならない。 

 

第七節 廃棄物処理手数料 

（廃棄物処理手数料） 

第五十一条 区長は、家庭廃棄物（動物の死体及

びし尿を除く。以下この項において同じ。）の

収集及び運搬をしたとき（粗大ごみの場合にあ

っては、収集及び運搬をするとき。）は、一日

平均十キログラムを超える量の家庭廃棄物を排

出する占有者又は粗大ごみその他の家庭廃棄物

を臨時に排出する占有者から別表に掲げる廃棄

物処理手数料を徴収する。 

２ 区長は、事業系一般廃棄物（動物の死体及び

し尿を除く。）又は一般廃棄物とあわせて処理

する産業廃棄物の収集及び運搬をするときは、

これらの廃棄物を排出する事業者又は臨時に排

出した事業者から別表に掲げる廃棄物処理手数

料を徴収する。 

３ 区長は、事業者が事業系一般廃棄物（動物の

死体及びし尿を除く。）又は一般廃棄物とあわ

せて処理する産業廃棄物を区長の指定する最終

処分場に運搬したときは、その事業者から別表

に掲げる廃棄物処理手数料を徴収する。 

４ 区長は、別表に掲げる廃棄物の重量を基準に

して算定する廃棄物処理手数料について、重量

を基準にして算定することが著しく実情に合わ

ないと認めるときは、区規則で定めるところに

より、重量以外の基準により算定することがで

きる。 

５ 既に納付した廃棄物処理手数料は、還付しな

い。ただし、区長は、特別の理由があると認め

るときは、その全部又は一部を還付することが

できる。 

（有料粗大ごみ処理券の交付） 

第五十二条 区長は、前条第一項の粗大ごみの廃

棄物処理手数料をあらかじめ納付した者に有料

粗大ごみ処理券を交付する。 

２ 有料粗大ごみ処理券に関し必要な事項は、区

長が定める。 

（有料ごみ処理券の交付） 

第五十三条 区長は、第五十一条第二項の廃棄物
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処理手数料をあらかじめ納付した者（臨時に排

出する事業者を除く。）に有料ごみ処理券を交

付する。 

２ 有料ごみ処理券に関し必要な事項は、区長が

定める。 

（動物死体処理手数料） 

第五十四条 区長は、第三十八条（第四十六条に

おいて準用する場合を含む。）の規定による届

出に従い動物の死体を処理したときは、占有者

又は事業者から別表に掲げる動物死体処理手数

料を徴収する。 

（手数料の減免） 

第五十五条 区長は、天災その他特別の理由があ

ると認めるときは、第五十一条の廃棄物処理手

数料又は前条の動物死体処理手数料を減額し、

又は免除することができる。 

（督促） 

第五十六条 第五十一条の廃棄物処理手数料又は

第五十四条の動物死体処埋手数料を納期限まで

に納付しない者があるときは、納期限経過後二

十日以内に区規則で定める督促状を発行して督

促する。 

２ 前項の督促状には、その発行の日から十五日

以内において納付すべき期限を指定する。 

（延滞金の額及び徴収方法） 

第五十七条 前条の規定による督促をした場合に

おいては、手数料の金額に、その納期限の翌日

から納付の日までの期間の日数に応じ、その金

額（千円未満の端数があるとき又は二千円未満

であるときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てる。）に年十四・六パーセント（督促状

に指定する期限までの期間については、年七・

三パーセント）の割合を乗じて計算した金額に

相当する延滞金額を加算して徴収する。 

２ 延滞金の確定金額に百円未満の端数があると

き又はその全額が千円未満であるときは、その

端数金額又はその全額を切り捨てる。 

（延滞金額の減免） 

第五十八条 第五十一条の廃棄物処理手数料又は

第五十四条の動物死体処理手数料を納付すべき

者が、災害その他やむを得ない理由により納期

限までに納付できなかったときは、前条の規定

による延滞金額を減額し、又は免除することが

できる。 

 

第四章 一般廃棄物処理業 

（業の許可） 

第五十九条 一般廃棄物の収集又は運搬を業とし

て行おうとする者は、区規則で定めるところに

より、区長の許可を受けなければならない。た

だし、事業者（自らその一般廃棄物を運搬する

場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる一

般廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者

その他区規則で定める者については、この限り

でない。 

２ 一般廃棄物の処分を業として行おうとする者

は、区規則で定めるところにより、区長の許可

を受けなければならない。ただし、事業者（自

らその一般廃棄物を処分する場合に限る。）、

専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処

分を業として行う者その他区規則で定める者に

ついては、この限りでない。 

３ 区長は、前二項の許可の申請が次の各号に適

合していると認めるときでなければ、前二項の

許可をしてはならない。 

一 区長による一般廃棄物の収集、運搬又は処

分が困難であること。 

二 その申請の内容が、区長が定める処理計画

に適合するものであること。 

三 その事業の用に供する施設及び申請者の能

力がその事業を的確に、かつ、継続して行う

に足りるものとして区規則で定める基準に適

合するものであること。 

四 申請者（申請者が法人であるときは、その

業務を行う役員を含む。）が次のいずれにも

該当しないこと。 

イ 法第七条第五項第四号イからルまでのい

ずれかに該当する者 

ロ この条例若しくはこの条例に基づく処分

に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その

執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなった日から五年を経過しない者 

ハ この条例の規定により許可を取り消さ

れ、その取消しの日から五年を経過しない

者（当該許可を取り消された者が法人であ

る場合においては、当該取消しの処分に係

る港区行政手続条例（平成八年港区条例第

二十九号。以下「行政手続条例」とい

う。）第十五条の規定による通知があった

日前六十日以内に当該法人の役員であった

者で当該取消しの日から五年を経過しない

ものを含む。） 

ニ この条例の規定による許可の取消しの処

分に係る行政手続条例第十五条の規定によ

る通知があった日から当該処分をする日又

は処分をしないことを決定する日までの間
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に区規則で定める一般廃棄物の収集若しく

は運搬又は処分の事業のいずれかの事業の

全部の廃止の届出をした者（当該事業の廃

止について相当の理由がある者を除く。）

で、当該届出の日から五年を経過しないも

の 

ホ ニに規定する期間内に区規則で定める一

般廃棄物の収集若しくは運搬又は処分の事

業のいずれかの事業の全部の廃止の届出が

あった場合において、ニの通知の日前六十

日以内に当該届出に係る法人（当該事業の

廃止について相当の理由がある法人を除

く。）の役員若しくは廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行令（昭和四十六年政令

第三百号。以下「政令」という。）で定め

る使用人であった者又は当該届出に係る個

人（当該事業の廃止について相当の理由が

ある者を除く。）の政令で定める使用人で

あった者で、当該届出の日から五年を経過

しないもの 

ヘ その他区規則で定める者 

４ 第一項又は第二項の許可は、一年を下らない

区規則で定める期間ごとにその更新を受けなけ

れば、その期間の経過によって、その効力を失

う。 

５ 前項の更新の申請があった場合において、同

項の期間（以下この項及び次項において「許可

の有効期間」という。）の満了の日までにその

申請に対する処分がされないときは、従前の許

可は、許可の有効期間の満了後もその処分がさ

れるまでの間は、なおその効力を有する。 

６ 前項の場合において、許可の更新がされたと

きは、その許可の有効期間は、従前の許可の有

効期間の満了の日の翌日から起算するものとす

る。 

７ 第一項又は第二項の許可には、一般廃棄物の

収集を行うことができる区域を定め、又は生活

環境の保全上必要な条件を付することができ

る。 

８ 区長は、第一項又は第二項の規定により許可

をしたときは、許可証を交付する。 

（業の変更の許可） 

第六十条 前条第一項の許可を受けた者（以下

「一般廃棄物収集運搬業者」という。）又は同

条第二項の許可を受けた者（以下「一般廃棄物

処分業者」という。）は、その一般廃棄物の収

集若しくは運搬又は処分の事業の範囲を変更し

ようとするときは、区規則で定めるところによ

り、区長の許可を受けなければならない。 

２ 前条第三項及び第七項の規定は、前項の許可

について準用する。 

（処理基準） 

第六十一条 一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃

棄物処分業者は、第三十三条第三項に規定する

区規則で定める基準に従い、一般廃棄物の収集

若しくは運搬又は処分を行わなければならな

い。 

（遵守義務） 

第六十二条 一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃

棄物処分業者は、次に掲げる事項を遵守しなけ

ればならない。 

一 許可証を事務所又は事業所に備え置き、許

可の内容が明らかになるようにしておくこ

と。 

二 許可証を他人に譲渡し、又は貸与しないこ

と。 

（事業の停止命令等） 

第六十三条 区長は、一般廃棄物収集運搬業者又

は一般廃棄物処分業者が、次の各号のいずれか

に該当するときは、期間を定めてその事業の全

部若しくは一部の停止を命じ、又は区長の指定

する処理施設への搬入の禁止を命ずることがで

きる。 

一 この条例若しくはこの条例に基づく処分に

違反する行為（以下「違反行為」という。）

をしたとき、又は他人に対して違反行為をす

ることを要求し、依頼し、若しくは唆し、若

しくは他人が違反行為をすることを助けたと

き。 

二 その者の事業の用に供する施設又はその者

の能力が第五十九条第三項第三号に規定する

基準に適合しなくなったとき。 

三 第五十九条第七項の規定により当該許可に

付した条件に違反したとき。 

（許可の取消し） 

第六十三条の二 区長は、一般廃棄物収集運搬業

者又は一般廃棄物処分業者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、その許可を取り消さなけ

ればならない。 

一 第五十九条第三項第四号イに該当するに至

ったとき。 

二 前条の規定による事業の停止命令に違反し

たとき。 

三 法第七条の三第一号に該当し情状が特に重

いとき。 

四 不正の手段により第五十九条第一項若しく
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は第二項の許可（同条第四項の許可の更新を

含む。）又は第六十条第一項の変更の許可を

受けたとき。 

２ 区長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃

棄物処分業者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、その許可を取り消すことができる。 

一 第五十九条第三項第四号ロからヘまでのい

ずれかに該当するに至ったとき。 

二 前条第一号に該当するとき（前項第三号に

該当するときを除く。）。 

三 前条第二号又は第三号のいずれかに該当す

るとき。 

（許可証の再交付） 

第六十四条 一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃

棄物処分業者は、許可証を紛失し、又はき損し

たときは、区規則で定めるところにより、直ち

に区長に届け出て再交付を受けなければならな

い。 

（許可手数料） 

第六十五条 次の各号に掲げる者は、当該各号に

定める手数料を申請の際に納入しなければなら

ない。ただし、一般廃棄物収集運搬業の許可を

他の特別区において受けた者が、区長の指定す

る処理施設への搬入のみを業とする許可を受け

ようとするときは、この限りでない。 

一 新たに一般廃棄物収集運搬業の許可を受け

ようとする者 一万五千円 

二 新たに一般廃棄物処分業の許可を受けよう

とする者 一万五千円 

三 一般廃棄物収集運搬業の許可の更新を受け

ようとする者 一万円 

四 一般廃棄物処分業の許可の更新を受けよう

とする者 一万円 

五 一般廃棄物収集運搬業者で、その事業の範

囲の変更の許可を受けようとするもの 一万

円 

六 一般廃棄物処分業者で、その事業の範囲の

変更の許可を受けようとするもの 一万円 

七 許可証の再交付を受けようとする者 三千

円 

 

第五章 生活環境影響調査結果の縦覧等 

（縦覧等の対象施設） 

第六十五条の二 法第九条の三第二項（同条第八

項において準用する場合を含む。以下同じ。）

の規定による同条第一項に規定する調査（以下

「生活環境影響調査」という。）の結果を記載

した書類（以下「調査書」という。）の公衆へ

の縦覧及び生活環境の保全上の見地からの意見

書（以下「意見書」という。）の提出の対象と

なる一般廃棄物処理施設（以下「対象施設」と

いう。）は、政令第五条第一項に規定するごみ

処理施設とする。 

（縦覧等の告示） 

第六十五条の三 区長は、法第九条の三第二項の

規定により調査書を公衆の縦覧に供し、意見書

を提出する機会を付与しようとするときは、区

規則で定める事項を告示するものとする。 

（調査書の縦覧の場所及び期間） 

第六十五条の四 調査書の縦覧の場所は、前条の

規定による告示において指定するものとする。 

２ 調査書の縦覧の期間は、前条の規定による告

示の日の翌日から起算して三十日間とする。 

（意見書の提出先及び提出期限） 

第六十五条の五 意見書の提出先は、第六十五条

の三の規定による告示において指定するものと

する。 

２ 意見書の提出期限は、第六十五条の三の規定

による告示の日の翌日から起算して四十五日を

経過する日とする。 

（環境影響評価との関係） 

第六十五条の六 対象施設の設置又は変更に関

し、環境影響評価法（平成九年法律第八十一

号）又は東京都環境影響評価条例（昭和五十五

年東京都条例第九十六号）に基づく環境影響評

価（生活環境影響調査に相当する内容を有する

ものに限る。）に係る公告、縦覧等の手続を経

たものは、前三条に定める手続を経たものとみ

なす。 

（関係する区市町村の長との協議） 

第六十五条の七 区長は、生活環境影響調査を実

施した地域に港区の存する区域に属しない地域

が含まれているときは、当該区域を管轄する区

市町村の長に調査書の写しを送付し、当該調査

書の縦覧及び意見書の提出の手続の実施につい

て協議するものとする。 

 

第六章 雑則 

（空き地の管理） 

第六十六条 空き地を所有し、又は管理する者

は、その空き地にみだりに廃棄物が捨てられな

いように、その周囲に囲いを設ける等適正に管

理しなければならない。 

２ 前項に規定する者は、その空き地に廃棄物が

捨てられたときは、その廃棄物を自らの責任で

処理しなければならない。 
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３ 区長は、前二項の規定に違反することによ

り、生活環境を著しく害していると認められる

者に対し、必要な改善その他必要な措置を勧告

することができる。 

（市街地開発事業における処理施設） 

第六十七条 区規則で定める大規模な市街地開発

事業を行おうとする者は、当該市街地開発事業

の計画の策定に当たっては、当該市街地開発事

業の区域から生ずる廃棄物を適正に処理するた

め、当該市街地開発事業の区域に廃棄物の処理

施設を確保する等必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

２ 前項に規定する者は、当該市街地開発事業の

計画の策定に当たっては、あらかじめ、当該市

街地開発事業の区域から生ずる一般廃棄物の適

正な処理方法等について、区長に協議しなけれ

ばならない。 

（報告） 

第六十八条 区長は、法第十八条第一項に規定す

るもののほか、この条例の施行に必要な限度に

おいて、占有者その他の関係者に対し、必要な

報告を求めることができる。 

（立入検査） 

第六十九条 区長は、法第十九条第一項に規定す

るもののほか、この条例の施行に必要な限度に

おいて、その職員に、必要と認める場所に立ち

入り、廃棄物の減量及び適正な処理に関し、必

要な帳簿書類その他の物件を検査させることが

できる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、そ

の身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示し

なければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪

捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（廃棄物管理指導員） 

第七十条 前条第一項の規定による立入検査並び

に廃棄物の減量及び適正な処理に関する指導の

職務を担当させるため、区規則で定めるところ

により、廃棄物管理指導員を置く。 

（技術管理者の資格） 

第七十条の二 法第二十一条第三項に規定する条

例で定める資格は、区規則で定める資格とす

る。 

（行政手続条例の適用除外） 

第七十条の三 第二十八条の二第二項の規定によ

る命令については、行政手続条例第三章の規定

は、適用しない。 

（委任） 

第七十一条 この条例に規定するもののほか、こ

の条例の施行について必要な事項は、区規則で

定める。 

 

第七章 罰則 

（罰則） 

第七十二条 次の各号のいずれかに該当する者

は、二十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十八条の二第二項の規定による命令に

違反した者 

二 第三十一条第四項の規定による命令に違反

した者 

三 第四十二条（第四十九条において準用する

場合を含む。）の規定による命令に違反した

者 

四 第四十五条（第四十九条において準用する

場合を含む。）の規定による命令に違反した

者 

五 第五十条第三項の規定による命令に違反し

た者 

第七十三条 第三十九条（第四十六条及び第四十

九条において準用する場合を含む。）の規定に

よる命令に違反した者は、五万円以下の罰金に

処する。 

第七十四条 次の各号のいずれかに該当する者

は、三万円以下の罰金又は科料に処する。 

一 第五十条第一項の規定による届出をしなか

った者 

二 第六十二条の規定に違反した者 

第七十五条 法人の代表者又は法人若しくは人の

代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたと

きは、行為者を罰するほか、その法人又は人に

対して各本条の罰金刑又は科料刑を科する。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十二年四月一日から施行す

る。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前に東京都廃棄物の処理及び

再利用に関する条例（平成四年東京都条例第百

四十号。以下「都条例」という。）の規定によ

り東京都知事がした許可等の処分その他の行為

（以下この項において「処分等の行為」とい

う。）又はこの条例の施行の際現に東京都知事

に対して行っている許可の申請その他の行為
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（以下この項において「申請等の行為」とい

う。）で、この条例の施行の日以後において区

長が管理し、及び執行することとなる事務に係

るものについては、同日以後においては、区長

のした処分等の行為又は区長に対して行った申

請等の行為とみなす。 

３ この条例の施行前に都条例の規定により東京

都知事に対して報告、届出その他の手続をしな

ければならない事項で、この条例の施行の日前

にその手続がされていないものについて、この

条例の施行の日以後において区長が管理し、及

び執行することとなる事務に係るものについて

は、区長に対して報告、届出その他の手続がさ

れていないものとみなして、この条例の相当規

定を適用する。 

（有料粗大ごみ処理券等に関する経過措置） 

４ この条例の施行前に都条例第五十八条の二又

は第五十八条の三の規定により、東京都知事が

交付した有料粗大ごみ処理券又は有料ごみ処理

券については、この条例の施行の日以後三月の

間は区長が収集及び運搬する廃棄物に添付する

ものに限り、第五十二条又は第五十三条に基づ

き区長が交付したものとみなす。 

（延滞金の割合の特例） 

５ 当分の間、第五十七条第一項に規定する延滞

金の年十四・六パーセントの割合及び年七・三

パーセントの割合は、同項の規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税

特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第

九十三条第二項の規定により告示された割合に

年一パーセントの割合を加算した割合をいう。

以下この項において同じ。）が年七・三パーセ

ントの割合に満たない場合には、その年（以下

この項において「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年十四・六パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年七・三パーセントの割合を

加算した割合とし、年七・三パーセントの割合

にあっては当該特例基準割合に年一パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合が年

七・三パーセントの割合を超える場合には、年

七・三パーセントの割合）とする。この場合に

おける延滞金の額の計算において、その計算の

過程における金額に一円未満の端数が生じたと

きは、これを切り捨てる。 

（一般廃棄物処理業の許可手数料の特例） 

６ 一般廃棄物処理業の許可を受けようとする者

又は一般廃棄物処理業者で、その事業の範囲を

変更しようとするものに係る許可手数料につい

て、この条例の施行の日以後六年の間、区長

は、区規則で定めるところにより、第六十五条

第一号から第四号までに定める許可手数料を減

額し、又は免除することができる。 

 

別表 廃棄物処理手数料及び動物死体処理手数料

（第五十一条、第五十四条関係） 

一 廃棄物処理手数料 

二 動物死体処理手数料 

動物の死体 一頭につき 二千六百円 
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2 港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）策定方針 
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3 港区環境審議会への諮問 

 

 

1 
 

３１港環み第４１８７号 

令和２年３月 24 日 

港区環境審議会 

会長 守 田  優  様 

 

港区長 武 井 雅 昭 

 

 

港区環境基本条例（平成１０年３月港区条例第２８号）第２０条第２項第２号の規

定に基づき、下記のとおり諮問します。 

 

記 

 

１ 諮問事項 

 

「港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）」の策定に関わる基本的な方向性について 

 

 

２ 諮問理由 

 

平成 24 年３月に策定した「港区一般廃棄物処理基本計画（第２次）」は、平成 24

年度から令和３年度までを計画期間とし、平成 29 年３月の中間見直しを経て、現

在に至っています。 

区では、現行計画に基づき、環境に配慮した持続可能な社会を目指して、循環型

社会・低炭素社会形成への統合的な取組を、区民・事業者とともに推進してきまし

たが、人口や事業所数の増加や東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会

に向けた事業活動の活況もあって、ごみの排出量や資源化率などの数値目標の達成

は厳しい状況にあります。 

 

一方、この間、昨年６月のＧ20 大阪サミットに先立ち、海洋プラスチック問題を

背景に、３Ｒ＋Renewable（再生可能資源への代替）を基本原則としたプラスチッ

クの資源循環を総合的に推進するための戦略として定めた「プラスチック資源循環

戦略」の策定、食品ロスの削減を国民運動として位置付け、地域の特性に応じた施

策の実施を地方公共団体の責務として定めた「食品ロスの削減の推進に関する法律」

の施行など、廃棄物の発生抑制や資源の有効利用を図り、環境負荷の低減を進める

動きが加速しています。 

中国の輸入規制等に伴う古紙価格の下落やプラスチック処理の逼迫も、廃棄物の

適正処理や資源の循環に多大な影響を及ぼしています。 

また、昨年、日本各地に甚大な被害をもたらした大型台風では、早期の復旧・復

興に向けた災害廃棄物の迅速かつ適正な処理の重要性を再認識させられました。 
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区では、こうした課題に対し、早期に、かつ、積極的に対応していくため、計画

の改定時期を１年前倒し、令和３年度（2021 年度）から令和 14 年度（2032 年度）

までを計画期間とする「港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）」を策定します。 

新たな計画は、法において努力義務とされた「市町村食品ロス削減推進計画」を

包含し、同時期に改定する上位計画「港区基本計画」及び「港区環境基本計画」と

の整合を図った計画として策定します。 

 

平成27年９月に国連で採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」

では、国際社会共通の普遍的な目標として、食品ロスの削減や海洋ごみ対策などの

環境問題を含む「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が定められ、我が国においても

積極的な取組が進められています。 

区は、新たな計画の計画期間中に訪れる“2030年”の目標達成に向けて、ステ

ークホルダーの一員としての役割を十全に果たしていきます。 

 

このような背景と課題認識に基づき、「港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）」

を策定するにあたり、計画策定に関わる基本的な方向性を中心に、重点的に取り組

むべき施策の目標や必要な施策の内容等について、総合的かつ専門的な見地から審

議をお願いするものです。 

 

 

３ 重点項目 

 

（１）事業系廃棄物の発生抑制 

 

（２）プラスチックの使用抑制と資源循環 

 

（３）食品ロスの削減（該当部分を「港区食品ロス削減推進計画」として位置付け） 

 

（４）持続可能な集団回収のあり方 

 

（５）資源回収の拡大 

 

（６）災害廃棄物基本計画策定に向けた現状と課題の整理 

 

（７）効果的な普及啓発と環境学習の方策 
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4 港区環境審議会からの答申 
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5 港区環境審議会委員構成 
 

①港区環境審議会委員構成 

【第 11 期】※答申時の委員 

（平成 30（2018）年９月１日～令和２（2020）年８月 31 日）    （敬称略） 

 氏 名 役  職  名  等  

会 長 守 田   優 芝浦工業大学副学長 教授 学

識

経

験

者 

副会長  田 中   充 法政大学社会学部教授 

委 員 山 﨑  誠 子 日本大学短期大学部准教授 

委 員 大 沼  あゆみ 慶應義塾大学経済学部教授 

委 員 長 屋  和 子 区民 

区 

民 

及 

び 

事 

業 

者 

委 員 芳 賀   勲 区民 

委 員 山 田  淳 平 区民 

委 員 藏 本   曉 一般社団法人東京都港区医師会理事 

委 員 坂 本   力 港区商店街連合会副会長 

委 員 北 村  和 子 港区消費者団体連絡会代表 

委 員 坂 田  生 子 東京商工会議所港支部役員 

委 員 二 島  豊 司 港区議会議長 区 

議 

会 

議 

員 

委 員 清 家  あ い 区民文教常任委員会委員長 

委 員 風 見  利 男 交通・環境等対策特別委員会委員長 
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【第 12 期】（令和２（2020）年９月１日～令和４（2022）年８月 31 日）（敬称略） 

 氏 名 役  職  名  等  

委 員 守 田   優 芝浦工業大学副学長 教授 学

識

経

験

者 

委 員 田 中   充 法政大学社会学部教授 

委 員 山 﨑  誠 子 日本大学短期大学部准教授 

委 員 大 沼  あゆみ 慶應義塾大学経済学部教授 

委 員 佐 藤  久 恵 区民 

区 

民 

及 

び 

事 

業 

者 

委 員 長 屋  和 子 区民 

委 員 芳 賀   勲 区民 

委 員 中 村  正 彦 一般社団法人東京都港区医師会副会長 

委 員 坂 本   力 港区商店街連合会副会長 

委 員 北 村  和 子 港区消費者団体連絡会代表 

委 員 坂 田  生 子 東京商工会議所港支部役員 

委 員 二 島  豊 司 港区議会議長 区 

議 

会 

議 

員 

委 員 清 家  あ い 区民文教常任委員会委員長 

委 員 風 見  利 男 交通・環境等対策特別委員会委員長 

②港区環境審議会専門部会委員構成 ＜環境基本計画清掃・資源循環部会＞(敬称略) 

【所掌事項】一般廃棄物処理基本計画策定のための基本的方向性に関すること及び循環型 

社会の分野に係る港区環境基本計画策定のための基本的考え方に関すること。 

 氏 名 役  職  名  等  

部会長 田 中   充 法政大学社会学部教授 学識経験者 

委 員 大 沼  あゆみ 慶應義塾大学経済学部教授 学識経験者 

委 員 山 田  淳 平 区民 区民 

委 員 北 村  和 子 港区消費者団体連絡会代表 事業者 

委 員 清 家  あ い 区民文教常任委員会委員長 区議会議員 
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6 港区環境調整委員会委員構成 

①港区環境調整委員会委員構成 

 所  属 

委員長 環境リサイクル支援部長 

副委員長 環境リサイクル支援部環境課長 

委員 芝地区総合支所協働推進課長 

委員 麻布地区総合支所協働推進課長 

委員 赤坂地区総合支所協働推進課長 

委員 高輪地区総合支所協働推進課長 

委員 芝浦港南地区総合支所協働推進課長 

委員 麻布地区総合支所まちづくり課長 

委員 産業・地域振興支援部地域振興課長 

委員 保健福祉支援部保健福祉課長 

委員 みなと保健所生活衛生課長 

委員 子ども家庭支援部子ども家庭課長 

委員 街づくり支援部都市計画課長 

委員 環境リサイクル支援部地球温暖化対策担当課長 

委員 環境リサイクル支援部みなとリサイクル清掃事務所長 

委員 企画経営部企画課長 

委員 防災危機管理室防災課長 

委員 総務部総務課長 

委員 教育委員会事務局教育推進部教育長室長 

委員 教育委員会事務局学校教育部学務課長 

②港区環境調整委員会作業部会委員構成 ＜一般廃棄物処理基本計画作業部会＞ 

【所掌事項】港区環境基本計画における清掃・資源循環分野及び一般廃棄物処理基本計画の

施策の総合調整及び推進に関すること。 

部会長 
部会員 

部会員以外の出席者 

みなとリサイクル清掃事務所長 

・環境課長 

・総合支所協働推進課長代表 

・地球温暖化対策担当課長 
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7 審議経過等 
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